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第 1 章　日本法との比較において

１　はじめに
　韓国民法における離婚手続には、協議離婚（韓民 834 条）と裁判離婚（韓
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民 840 条）があり、裁判離婚（韓国家事訴訟法 2 条 1 項 1 号 4））に関しては調
停前置主義（韓国家事訴訟法 50 条）の適用を受けるため、調停離婚も認めら
れている。この点のみながめれば、日本法が協議離婚（民 763 条）と裁判離
婚（民 770 条）、同じく調停前置主義（家事手続 257 条）による調停離婚を定
めており（さらに、人訴 37 条で和解離婚・認諾離婚、家事手続 284 条により審判

離婚も認められている）、両国の離婚方式に大差はないように見える。また、
2011 年の普通離婚率（人口千人あたりの離婚件数）は、韓国が 2.3 であり、日
本の 1.87 と比べると韓国の離婚率が若干高いものの、協議離婚がもっとも
利用されている離婚手続である点でも、韓国及び日本の離婚に類似した状況
が見られる（2011 年の全離婚に占める協議離婚の割合は、韓国では 75.6%、日本

では 87.4%である）（1）。
　しかし、韓国では、第 2 章でも触れられるように、1977 年 12 月 31 日法
律第 3051 号により、協議離婚手続に関して 1979 年 1 月 1 日からは、家庭法
院判事（韓国家事訴訟法附則 5 条により、家庭法院及び家庭法院支院が設置され

ていない地域では、地方法院・地方支院判事）による当事者夫婦の離婚意思確
認制度（韓民 836 条）が導入された。さらに、2007 年 12 月 21 日法律第 8720
号による改正によって、2008 年 6 月 22 日から、協議離婚意思確認の申請者
夫婦は離婚に関する案内（以下、離婚案内とする）を受けることが義務づけ
られ（韓民 836 条の 2、1 項）、離婚案内を受けた日から一定期間（熟慮期間）

経過後でなければ離婚意思確認を受けることができず（同条 2 項）、また、
養育すべき未成年の子（懐胎中である胎児は含まれるが、定められた熟慮期間以

内に成人に達する子を含まない意味、以下、この意味で用いる）がいる夫婦の場
合は、確認を受ける前に、養育に関する事項（養育者、養育費用、面接交渉（2）

（韓民 837 条 1 項、2 項））及び親権者決定（韓民 909 条 4 項）に関する協議書
（後掲［資料 1］）を提出しなければならない（韓民 836 条の 2、4 項）とされ
た（3）。従って、韓国における協議離婚は、当事者が家族関係登録手続であ
る離婚申告（届出）を行うことによって成立する（韓民 836 条 1 項）限りにおい
ては、当事者間の合意（= 実質的成立要件）に基づく協議離婚の本質を失っ
てはいないが、家庭法院の離婚意思確認手続という公的関与を抜きにして、
協議離婚申告を行うことはできない（4）。韓国では、最近の法改正を通して、
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協議離婚・裁判離婚を問わず、離婚手続のすべてについて、家庭法院が何ら
かの形で関与し、とりわけ子の利益の実現に配慮し、親教育（5）にも取り組
んでいる。この点、日本における離婚夫婦の 9 割弱ほどが、公的関与のほと
んどない離婚手続 = 協議離婚という方法で婚姻の解消に至っている状況と
は大きく異なっている。

2　協議離婚制度の課題
　韓国の協議離婚制度の改正が、第 2 章 1、⑶でも紹介されるように、離婚
件数の増加に対処するため、軽率な離婚の防止をも目的に含んでいたとして
も、1977 年の改正は、一方的に離婚させられる妻の保護を図り、夫による
追い出し離婚を阻止する目的で、夫婦の離婚意思確認制度を導入したもので
あり、2007 年の改正によって、離婚意思確認申請を行った夫婦に離婚案内
を受けるべき義務、及び、親の離婚に巻き込まれることになる子の利益を確
保するために、養育・親権者決定に関する協議書の提出義務を定めたことは、
日本における協議離婚制度に対する批判の動向とも軌を一にする（6）。日本
の協議離婚制度に対しては、以前から、協議の名を借りた追い出し離婚につ
ながる点が批判されてきた。この点に対しては、当初、戸籍通達（昭和 51・

2・23 民 2 第 900 号）により、その後、2007 年戸籍法改正（戸籍 27 条の 2、3

項〜 5 項）によって、いわゆる不受理申出（不受理願）制度が完備されたこ
とで、離婚意思なき当事者の協議離婚届出の阻止は、一定程度効果を上げて
きた。しかし、日本の協議離婚に対する近時のより強い批判は、協議離婚が
当事者自治の名の下で、離婚の効果について、とりわけ、協議離婚件数のう
ちの 6 割弱（2011 年は 56.1%）を占める未成年の子を持つ夫婦間で、離婚後
の子の養育費・面会交流などの監護に関する事項について、何らの取り決め
もなされないまま協議離婚が行われ、子の利益がないがしろにされているの
ではないかという点である。もちろん、この点は、離婚法全体における重点
が、離婚原因・手続から離婚の効果に置かれるようになった流れの中で、裁
判離婚にも通じる課題である。
　日本法の中で、離婚の際の子の監護に関する規定である民法 766 条は、立
法の沿革としては、離婚後の親権者とは別に監護者を定める必要がある場合
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の、監護者決定を中心とする規定（7）であり、父・母と子との間の面会交流
や、子の監護費用（養育費）の分担が明示されておらず、協議離婚をしよう
とする夫婦が「子の利益のために何を取り決めておくべきか」についての行
為規範と言う意味では、その内容に具体性が乏しいと言わざるを得なかった。
1996 年には、法制審議会から政府に答申された「民法（婚姻・離婚法）改正
案要綱」（8）において、民法 766 条改正案として、面会交流、監護費用（養育

費）の分担を明示することが提案されていたところ、ようやく、2011 年児
童虐待防止に向けた親権制度見直しに関する民法改正（平成 23 年法律第 61

号、2012 年 4 月 1 日施行）が行われた際、先の民法 766 条改正案が殆どその
まま条文化され、実現を見ることとなった（9）。さらには、改正民法 766 条
の施行に先立ち、戸籍通達（平成 24・2・2 民 1 第 271 号）により、離婚届の
届書について様式変更が行われ、従来の離婚届出書式の右側下部に、面会交
流、養育費についての取決めの有無のチェック欄が設けられた（10）。このよ
うなチェック欄が設けられても、子の監護に関する事項（監護者・面会交流・

養育費）についての取決め自体は、離婚の成立要件、及び、届出の受理要件
ではなく、取決めの有無についてチェックがなされていなくとも、協議離婚
届出の受理には影響しない。しかし、未成年の子を持つ夫婦が協議離婚をす
る際に、届出書面を読むことにより、面会交流・養育費に関する取決めの必
要性に関する認識が多少高まることにはなるであろう。

　法務省の統計によれば、改正民法 766 条施行後の 2012 年 4 月から 9 月ま
での期間において、未成年の子がいる夫婦の協議離婚届出件数（65,018 件、

離婚届出総件数は 121,732 件）のうち、面会交流欄にチェックが付されている
47,586 件（未成年の子がいる夫婦の協議離婚届出件数中 73.19%――以下の割合も

同趣旨）について、「取決めをしている」ものは 33,540 件（51.59%）であり、「取
決めをしていない」ものは　14,046 件（21.6%）であった。同じく、養育費
欄にチェックが付されている 47,410 件（72.92%）について、「取決めをして
いる」ものは 33,926 件（52.18%）であり、「取決めをしていない」ものは
13,484 件（20.74%）であった（11）。他方、厚生労働省の「平成 23 年全国母子
世帯等調査結果報告（2011 年 11 月 1 日時点）」（12）によれば、協議離婚をした
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母子家庭で、面会交流の「取決めをしている」ものが 18.4%、養育費の「取
決めをしている」ものが 30.1%であった。これと比較すると、改正後は、協
議離婚をした未成年の子がいる夫婦の半数以上が面会交流・養育費について
の取決めを行っていることになり、改正の効果が上がっているとも言えるが、
取決めの具体的内容が不明であり、即断はできない。
　
　チェック欄が設けられて以降、離婚の際に未成年の子を持つ夫婦の半数以
上が面会交流・養育費の取決めをしていたとしても、ネガティブな取決めが
含まれている可能性もあり、何よりも、韓国法の取組みと比較したとき、親
の離婚という場面で、子の利益を実質的に担保する仕組みが日本法には殆ど
欠けている。こうした点を背景に、韓国における 2007 年民法改正による協
議離婚制度の改革や、これを受けて試みられている、親の離婚から子の利益
を守るためのソウル家庭法院の取組みに関して、近時日本では大きな関心が
集まっている（13）。筆者（犬伏由子）も 2012 年 11 月 23 日にソウル家庭法院
を訪問する機会に恵まれ、これを契機として、ソウル家庭法院の協議離婚等
にかかわる実務の一端を知ることができた（14）。そこで、次に、ソウル家庭
法院訪問調査等から得た知見を紹介しておく。さらに、第 2 章においては、
宋賢鐘ソウル家庭法院専門調査官が、韓国における子の福利を実現するため
の試みの中心ともいえる、離婚夫婦に対する親教育に関する取組みの背景・
意義、及び、内容の詳細について紹介する。

3　ソウル家庭法院訪問調査等（15）の結果から
⑴　管轄事件
　家庭法院の管轄事件は、日本と同様、家事事件（家事訴訟・家事非訟事件
―韓国家事訴訟法）、少年事件（10 歳以上 19 歳未満の少年の保護処分事件―韓国

少年法）の他、さらに、家庭保護事件（16）（家庭暴力事件―家庭暴力犯罪の処罰

などに関する特例法）、及び、協議離婚意思確認事件（家族関係登録非訟事件―

家族関係登録法 75 条 4 項、同規則 74 条）が含まれる。最後の協議離婚の意思
確認事件については、日本の協議離婚制度改革に関する議論において、当事
者の合意に対する公的関与を求める場合に、行政機関によるのか司法機関に
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よるのかが問題となっており（17）、韓国では司法的関与が選ばれたというこ
とにはなる。しかし、元々、韓国では、協議離婚の申告（届出）の基となる
家族関係登録制度（2007 年 5 月 17 日法律第 8435 号「家族関係の登録などに関

する法律」）自体について、これ以前の戸籍制度の時代から、大法院が管掌
機関となっており（法院組織法 2 条 3 項、家族関係登録法 2 条）、登録事務は司
法行政事務（事務担当は、法院行政処）に属し、大法院が家族関係登録事務の
処理を監督することとされている（18）。離婚申告等の実際の身分登録事務の
処理は、地方自治体（市・邑・面）の長に委任されているが、この登録事務
に対しては家庭法院長が監督権限を持っている（家族関係登録法 3 条）。この
点からすれば、協議離婚意思確認手続が、1977 年法改正による制度導入時
から、家庭法院の管轄事件と扱われたことは当然とも言える。しかし、少な
くはない離婚件数の 8 割前後を占める協議離婚について、家庭法院が離婚意
思確認手続を担うこと、また、子の利益の確保のための関与を強めることは、
一面では司法機関の負担増につながるであろうとの懸念が日本において存在
しており、家庭法院の事件処理の実情に興味が引かれるところである。そこ
で、韓国における家族紛争解決の実務を牽引してきたソウル家庭法院の離婚
事件、特に協議離婚意思確認事件の処理の一端について、訪問調査等を通し
て得た知見を次に紹介することにしたい。
　ちなみに、家族関係事件に関して、2011 年にソウル家庭法院が扱った事
件数は、新受件数が、 家事訴訟は 12,928 件、 家事非訟は 11,448 件、家事調
停は 2,148 件であり、協議離婚意思確認事件は 7,124 件であった。また、既
済件数は、家事訴訟が 12,712 件、 家事非訟が 10,090 件、 家事調停が 2,154 件
であり、協議離婚意思確認事件は 5,920 件である（19）。他の家事事件と比較
して協議離婚意思確認事件数が少ないように見えるが、これは、家事訴訟・
家事非訟事件と協議離婚意思確認事件では、ソウル家庭法院が有する土地管
轄が異なることによるものであり、前者に関して、ソウル家庭法院はソウル
全区（25 区）を管轄区域としている。しかし、後者については、家族関係登
録法 75 条により、協議離婚をしようとする夫婦の登録基準地又は住所地の
家庭法院（家庭法院及び家庭法院支院が設置されていない地域では、地方法院・

地方支院）が管轄権を有するため、ソウルでは、4 庁の地方法院と 1 庁の
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（ソウル）家庭法院が担当する。そこで、協議離婚意思確認事件については、
ソウル家庭法院は全 25 区のうち、7 区のみを管轄区域として事件処理を
行っていることが事件数に反映したものである。

⑵　協議離婚の事件処理の実情
　韓国民法による協議離婚の成立要件は、日本法と同様、実質的要件として
の離婚意思の合致（韓民 834 条）と、形式的要件としての、離婚申告（届出）

であるが、離婚申告については、家庭法院の離婚意思確認を受けることが前
提となっており、離婚意思確認手続が、形式的要件に組み込まれている（韓

民 836 条）。そこで、協議離婚のプロセスとしては、①離婚意思確認の申請、
②離婚案内と離婚相談勧告、③期日指定と熟慮期間の進行、④養育・親権者
決定の協議書又は審判正本の提出、⑤離婚意思の確認、⑥離婚申告（届出）

となる（20）。なお、家庭法院における事務処理に関しては、「協議離婚の意思
確認事務及び家族関係登録事務処理の指針」（大法院家族関係登録例規）が制
定されており、例規第 341 号（2011・11・10 改正）（以下、例規第 341 号として

引用する）が最新のものであって、協議離婚確認事件は、概ねこれに従って
処理されている。以下、第 2 章と若干重複することにはなるが、各プロセス
について実情を見てゆく。
　①離婚意思確認の申請、及び、②離婚案内と離婚相談勧告（韓民 836 条の
2、1項）

　夫婦が協議により離婚を行う場合、家庭法院に夫婦双方が出頭し、離婚意
思確認申請書（例規第 341 号・第 2 号書式）を提出し、離婚案内を受けなけれ
ばならない（家族関係登録規則 73 条）。離婚案内は、必ず受けなければなら
ないが（21）、養育すべき未成年の子の有無により、離婚案内の方法は異なる。
未成年の子がいない夫婦の場合、現在は、各夫婦が申請書を提出した際に、
窓口の担当者が個別的に簡単な説明を行うにとどまる（22）。未成年の子がい
る夫婦の場合には、1 日 2 回実施されているグループでの離婚案内を夫婦一
緒に受けなければならない。
　グループでの離婚案内は、第 2 章 3 で詳細に紹介されるが、家庭法院調査
官によって 1 時間程度行われ、協議離婚の手続・離婚の効果（財産分割、親
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権者、養育者、養育費、面接交渉権等）の説明、特に、親教育を主たる内容と
している（23）。また、離婚案内の中で、父母に対して、子の養育に関する事
項や親権者の決定に関する協議のために、相談委員（法院長が委嘱した専門

相談員（24）（家族関係登録規則 73 条 5 項））の相談を受けるように勧告する。た
だし、相談は任意であり、実際に相談を受ける人は多くはないとのことであ
る。
　③期日指定と熟慮期間の進行（韓民 836 条の 2、2項）
　担当判事による離婚意思確認は、離婚案内を受けた日から、一定の熟慮期
間経過後の指定期日に行われる。熟慮期間は、養育すべき未成年の子がいる
場合は 3 か月、それ以外の場合は 1 か月である。熟慮期間については、短
縮・免除の制度（韓民 836 条の 2、3 項）があり、DV などにより、速やかに
離婚すべき急迫の事情があるときは、その事由書（申請書）を提出し、担当
判事によって熟慮期間の短縮・免除が相当と判断されれば、新たな期日の指
定を受けることができる（例規第 341 号 6 条）。事由書の提出に際して、法院
事務官等、又は、家事調査官は相談員の相談を受けるよう勧告し、担当判事
は、相談員の意見を参考にして期日を指定することができる。最近では、熟
慮期間の趣旨が理解され、「速やかに離婚すべき急迫の事情」、たとえば、暴
行又は急迫に外国に出なければならない事情等を疎明できない場合には申請
が認容されないことを大部分の人が知っていることから、申請は絞り込まれ
ていると言うことである。そこで、短縮・免除の申請件数は非常に少ないが、
当事者が申請する場合は、大部分が暴行や外国に出て行かなければならない
事情等をきちんと疎明しており、また、相談委員との相談の結果、熟慮期間
の免除や短縮についての意見書が作成される場合には、大部分が認容される
方向での意見が記載されているので、殆ど認容されているとのことであ
る（25）。
　期日指定については、現在、ソウル家庭法院では、火曜日から金曜日の週
4 日、確認期日が開かれており、離婚案内を受けた各当事者には、確認予定
期日の中から一括して 2 回の期日が指定される（いずれかの回に出席すればよ

い（26））。おおむね 1 日の期日指定件数は 40 件から 80 件程度とのことである。
　④養育・親権者決定の協議書又は審判正本の提出（韓民 836 条の 2、4項）
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　離婚意思確認を受けるためには、未成年の子がいる夫婦の場合には、ア離
婚後の親権者（韓民 909 条 4 項）及び養育者、イ養育費用の負担、ウ面接交
渉の有無及びその方法についての協議書、あるいは、これに代わる審判正本
を提出しなければならない。現在、ソウル家庭法院では、離婚意思確認の申
請の段階で、窓口担当者が未成年の子がいる夫婦に対して、［資料 1］「子の
養育と親権者決定に関する協議書」（27）の書面と同時に［資料 2］「子の養育
と親権者決定に関する協議書の作成要領」の文書（例規第 341 号第 3 号書式

に含まれている）、及び、［資料 3］「財産及び養育費支出等に関する陳述書」
の書面を配布している。［資料 3］は、実務運用上の書式であり、例規第 341
号に定められたものではないが、協議により養育費を負担しないとした夫婦
にのみ提出を求める文書で、担当判事が協議離婚意思確認の段階で当該当事
者の事情を確認しやすくするために参考用として利用するものである。協議
書等の提出は、担当判事による事前の検討及び補正等のために、指定期日の
1 か月前までに行うことになっており、確認期日を延期しても協議書未提出
の場合（28）は、確認手続を進行することができず、協議離婚意思確認につい
て「不確認」の決定が出される。この点については、離婚案内で説明を受け、
また、［資料 2］や［資料 1］の中で注記もなされていることから、殆どの当
事者は指定期日 1 か月前までに協議書等を提出しているとのことであり、離
婚案内では、確認期日 1 か月前までに提出できないことが予想される場合に
は、遅滞なく家庭法院に審判の申立を行う旨の説明も受けている。当事者が
自主的に協議書を作成するためには、第 2 章 3 で紹介されている、離婚意思
確認申請時の離婚案内の役割は大きく、また、離婚相談が利用されることも
あろう。
　ア離婚後の親権者・養育者について
　まず、当事者は協議し、決定内容を協議書［資料 1］に記載しなければな
らない。親権者は、未成年子の法定代理人となり（韓民 910 条）、子を保護・
教養する権利義務（韓民 913 条）と財産管理権（韓民 916 条）を持つ。父母離
婚後の親権者に関しては、韓国民法 909 条 4 項が「父母が離婚する場合には、
父母の協議によって親権者を定めなければなら」ないと規定する（29）のみで、
日本法（民 819 条）と異なり、単独親権の原則が明示されていないことから、
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［資料１］子の養育と親権者決定に関する協議書 

 
事件 20  号

       

協議離婚意思確認申請

 

 
当事者   父  姓    名 
         住民登録番号      － 
       
      母  姓    名 
         住民登録番号      － 
 

協議内容  
１．親権者および養育者の決定（□に✓をつけるか、該当する事項を記入してください。） 

子の名前 性別 生年月日（住民登録番号） 親権者 養育者 

 
 

□男 
□女 

年   月   日 
（   ―       ） 

□父  □母 
□父母共同 

□父  □母 
□父母共同 

 □男 
□女 

年  月  日 
（   ―       ） 

□父  □母 
□父母共同 

□父  □母 
□父母共同 

 □男 
□女 

年  月  日 
（   ―       ） 

□父  □母 
□父母共同 

□父  □母 
□父母共同 

 □男 
□女 

年  月  日 
（   ―       ） 

□父  □母 
□父母共同 

□父  □母 
□父母共同 

※親権者と養育者を分離して指定してはなりません。ただし、親権者は父母共同と定める
ことができるが、親権者を父母共同と定めれば、子の学校入学、物品購入、病院への入院
等の場合に、父母が連絡を取り合って協助しなければなりません。養育者は、特別な事情
のない限り、父母のうち一方に指定してください。 
 
２．養育費用の負担（□に✓をつけるか、該当する事項を記入してください。） 

支払人 □父   □母 支払を受ける者 □父   □母 

支払方法 □定期金 □一時金 

支払額 離婚申告した次の日から子どもたちが
それぞれ成年になるまで 
未成年者１人当たり 毎月＿＿ウォン 
 （ハングル併記：     ウォン） 

離婚申告した次の日から子どもたちが
それぞれ成年になるまでの養育費に関
して 
      金＿＿＿＿＿＿＿ウォン 
 （ハングル併記：     ウォン） 

支払日 毎月  日 年  月  日 

その他  
 

支払を受
ける口座 

（    ）銀行  預金主：     口座番号： 

※特別な事情なく、非養育親が養育費を支払わないか、過度に少ない金額を支払うことと
協議されれば、子の福利に反するので、協議離婚意思の  “不確認” を受けることがありま
す。養育費を支払うことができない特別な事由があれば、“その他”の欄に記載し、その事由
を弁明してください。  
 
≪2枚目≫ 
３．面接交渉行使の有無及びその方法（□に✓をつけるか、該当する事項を記入してくだ
さい。） 

日付 時間 引渡場所 面接場所 その他(面接交渉時の注意事項) 

□毎月 
   週目 
  曜日 

 
時 分から 
時 分まで 

 
 

 
 

 
 

□毎週 
   曜日 

時 分から 
時 分まで 

  

□その他    

※特別な事情なく、面接交渉権を排除したり、過度に制限したりすることは、子の福利に
反するので、協議離婚意思の  “不確認” を受けることがあります。特別な事情があるなら
ば、その事由を弁明してください。 
最小限、月 1 回以上の面接交渉が可能であるように協議することを奨励し、外国に居住し
ていたとしても、学校の長期休暇の利用や書信、電話を通じた方法で面接交渉することと
協議することができます。 
 
※協議書は、確認期日 1 か月前までに提出しなければならず、確認期日までに協議書を提
出しない場合、協議離婚手続が遅れたり、不確認の処理がなされたりすることがあり、協
議した内容が子の福利に反する場合、家庭法院は補正を命じることができ、補正命令に応
じない場合は、法院は協議離婚意思を  “不確認” とすることができます。 
 
※協議書は全 3 部を提出しなければなりません。 
 

協議日付：20  年  月  日 
父：             （印/署名）  母：              （印/署名） 
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［資料１］子の養育と親権者決定に関する協議書 

 
事件 20  号

       

協議離婚意思確認申請

 

 
当事者   父  姓    名 
         住民登録番号      － 
       
      母  姓    名 
         住民登録番号      － 
 

協議内容  
１．親権者および養育者の決定（□に✓をつけるか、該当する事項を記入してください。） 

子の名前 性別 生年月日（住民登録番号） 親権者 養育者 

 
 

□男 
□女 

年   月   日 
（   ―       ） 

□父  □母 
□父母共同 

□父  □母 
□父母共同 

 □男 
□女 

年  月  日 
（   ―       ） 

□父  □母 
□父母共同 

□父  □母 
□父母共同 

 □男 
□女 

年  月  日 
（   ―       ） 

□父  □母 
□父母共同 

□父  □母 
□父母共同 

 □男 
□女 

年  月  日 
（   ―       ） 

□父  □母 
□父母共同 

□父  □母 
□父母共同 

※親権者と養育者を分離して指定してはなりません。ただし、親権者は父母共同と定める
ことができるが、親権者を父母共同と定めれば、子の学校入学、物品購入、病院への入院
等の場合に、父母が連絡を取り合って協助しなければなりません。養育者は、特別な事情
のない限り、父母のうち一方に指定してください。 
 
２．養育費用の負担（□に✓をつけるか、該当する事項を記入してください。） 

支払人 □父   □母 支払を受ける者 □父   □母 

支払方法 □定期金 □一時金 

支払額 離婚申告した次の日から子どもたちが
それぞれ成年になるまで 
未成年者１人当たり 毎月＿＿ウォン 
 （ハングル併記：     ウォン） 

離婚申告した次の日から子どもたちが
それぞれ成年になるまでの養育費に関
して 
      金＿＿＿＿＿＿＿ウォン 
 （ハングル併記：     ウォン） 

支払日 毎月  日 年  月  日 

その他  
 

支払を受
ける口座 

（    ）銀行  預金主：     口座番号： 

※特別な事情なく、非養育親が養育費を支払わないか、過度に少ない金額を支払うことと
協議されれば、子の福利に反するので、協議離婚意思の  “不確認” を受けることがありま
す。養育費を支払うことができない特別な事由があれば、“その他”の欄に記載し、その事由
を弁明してください。  
 
≪2枚目≫ 
３．面接交渉行使の有無及びその方法（□に✓をつけるか、該当する事項を記入してくだ
さい。） 

日付 時間 引渡場所 面接場所 その他(面接交渉時の注意事項) 

□毎月 
   週目 
  曜日 

 
時 分から 
時 分まで 

 
 

 
 

 
 

□毎週 
   曜日 

時 分から 
時 分まで 

  

□その他    

※特別な事情なく、面接交渉権を排除したり、過度に制限したりすることは、子の福利に
反するので、協議離婚意思の  “不確認” を受けることがあります。特別な事情があるなら
ば、その事由を弁明してください。 
最小限、月 1 回以上の面接交渉が可能であるように協議することを奨励し、外国に居住し
ていたとしても、学校の長期休暇の利用や書信、電話を通じた方法で面接交渉することと
協議することができます。 
 
※協議書は、確認期日 1 か月前までに提出しなければならず、確認期日までに協議書を提
出しない場合、協議離婚手続が遅れたり、不確認の処理がなされたりすることがあり、協
議した内容が子の福利に反する場合、家庭法院は補正を命じることができ、補正命令に応
じない場合は、法院は協議離婚意思を  “不確認” とすることができます。 
 
※協議書は全 3 部を提出しなければなりません。 
 

協議日付：20  年  月  日 
父：             （印/署名）  母：              （印/署名） 
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［資料３］「財産及び養育費支出等に関する陳述書」 
 

[※注意：例外的に養育費を負担しない場合にのみ記載してください！] 
 
1．職業及び財産の現況（該当する事項の□に✓をつけ、空欄に具体的に記載してください。） 

父 母 

職
業 

□あり 
種類 

職業名 
 

職
業 

□あり 
種類 

職業名 

月給与額 
       ウォン 

月給与額 
       ウォン 

□日用職勤
労者 

職業内容 □日用職勤
労者 

職業内容 
日当額    ウォン 日当額    ウォン 
月平均勤労日数  日 月平均勤労日数  日 

□なし 希望職業 □なし 希望職業 
就業予定日 就業予定日 

予想所得額 予想所得額 

財
産 

住居地 □アパ
ート 

□所有 時価 
  
ウォン 

財
産 

住居地 □アパ
ート 

□所有 時価 
 
ウォン 

大きさ 
 
  坪 

□多世
帯/多家
口住宅 

□伝貰 保証金 
 
ウォン 

大きさ 
 
  坪 

□多世
帯/多家
口住宅 

□伝貰 保証金 
 
ウォン 

□単独
住宅 

月々 
 
ウォン 

□単独
住宅 

月々 
 
ウォン 

□不動産（分譲権
含む）の保有 

全体時価 
     ウォン 

□不動産（分譲権
含む）の保有 

全体時価 
    ウォン 

□株式の保有 全体時価   
     ウォン 

□株式の保有 全体時価   
    ウォン 

□現金の保有 
（預金額） 

全体保有額 
     ウォン 

□現金の保有 
（預金額） 

全体保有額 
    ウォン 

2．養育費の支出内訳（学費、塾費、食費、衣料費、病院費、小遣い等、生活費用を大略的
に記載）
 あ．現在 
 い．将来 
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共同親権・単独親権いずれも可能となる。従って、協議書のチェック欄にお
いて、単独親権者とする場合の父又は母、あるいは、父母共同親権のいずれ
かにチェックをしなければならない。なお、共同親権について、［資料 2］
においては、「離婚後にも父母の間で円満に協議をすることが可能な場合の
み望ましいことであり、各自の権利・義務、役割、同居期間等を別途明確に
定めておくことで、将来の紛争を防ぐことができます」と説明され、「資料
1」の注記においても、共同親権とした場合には、子の学校入学、物品購入、
病院への入院などの場合に、父母が連絡を取り合って協力すべきことが説明
されている。担当判事の経験によれば、協議によって共同親権を選択してい
る夫婦は約 20%程度いるだろうと言うことである。特に、別名「チェ・ジ
ンシル法」と呼ばれている 2011 年法律第 10645 号により新設された韓国民
法 909 条の 2（30）の 2013 年 7 月 1 日施行を前にして、当事者がこれに対処す
るために、離婚の段階で、あらかじめ協議によって共同親権を選択する事例
の増加傾向が最近見られるとのことである。
　さらに、離婚の際には、親権者とは別に養育者の決定も必要となる（韓民

837 条）。この養育者の定義・権限に関する明文の規定は存在しないが、養育
者は、「子と共同生活をして各種の危険から保護する役割」を果たすものと
捉えられており（31）、現実に子が父・母のいずれと同居するかにかかわる。
この点、［資料 1］の注記においては、原則として、親権者と養育者が分離
されないように協議することが勧告されており、たとえば、父を親権者とし、
母を養育者とすることは望ましくなく、養育者と親権者を一致させるべきこ
と、これが可能でない場合には、母も親権者にして父母共同親権・母養育者
とするよう勧められている。また、養育者についても共同養育の選択肢があ
るが、特別の事情がない限り父母の一方を養育者とするよう奨励している。
　イ養育費用の負担に関して
　父母は、未成年の子に対し離婚申告（届出）の次の日から成年に達する日
までの期間について、定期金あるいは一時金の形式で支払う養育費額につい
ての協議が必要である。養育費額の算定に関して、ソウル家庭法院は、従来
から内部的なガイドラインを作成していたが、2012 年 5 月 31 日「養育費算
定基準表」を作成公表し、HP にも掲載している（32）。基準表はマスコミに
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よっても報道されており、その存在は一般にも知られているとのことである
が、当事者の協議を拘束するものではない。養育費の協議に基づいて、執行
力を有する養育費負担調書（韓民 836 条の 2、5 項）が作成され、不履行の場
合の履行確保制度（韓国家事訴訟法「第 5 編履行の確保」参照）や、罰則とし
て、家事訴訟法 68 条により監置処分が定められていることから（33）、当事者
に対し慎重に協議することが求められている。なお、養育費を支払うことが
できない特別な事情については、「その他」の欄に記載し、さらに、先に触
れた［資料 3］を提出しなければならない。
　ウ面接交渉に関して
　1990 年 1 月 13 日韓国民法改正（法律第 4199 号）により、面接交渉権が明
示的に規定され（837 条の 2）、さらに、2007 年改正（法律第 8720 号）の際に、
面接交渉権がこれまでの非養育親の権利から、非養育親と子の双方の権利で
あると規定された（34）。当事者は、面接交渉について、行使の有無や具体的
実施方法について協議しなければならないが、［資料 1］の注記においては、
特別な事情なく、面接交渉を排除したり、過度に制限することは、子の福利
に反すること、継続的・規則的に面接交渉を実施することが望ましいことか
ら、最小限月 1 回以上の面接交渉を取り決めることが奨励されている。
　⑤離婚意思の確認（韓民 836 条、家族関係登録法 75 条）
　協議離婚の意思確認手続 = 家族関係登録非訟事件を担当する判事は 2 名

（家事非訟単独事件との兼職）であり（35）、交替で週 4 日の確認期日を担当する。
指定期日の約半月前頃、期日を担当しない日に、事前に提出された申請書、
協議書等について書面上の検討を行う。期日前の検討は、主として協議書及
び養育費負担調書案（36）について行うため、検討時間はそれほど必要ではな
く、大体 1 週間で 200 件、4 時間程度かかっているとのことである。協議書
の添付書類（父母の勤労所得税源泉徴収票などの所得証明資料、不動産賃料収入

などの証明資料など）が提出されていない場合には、養育費の算定が適正で
あるかチェックするための資料として提出を勧告することもある（37）。事前
検討の段階で、当事者の協議内容が「子の福利に反する」場合には、書面で
補正を命ずる場合もある。
　離婚意思確認期日には、担当判事は、夫婦双方を出頭させてその陳述を聴
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取し、離婚意思及び未成年の子の有無、養育・親権者決定に関する協議書又
は審判正本を確認する（家族関係登録規則 74 条）。ソウル家庭法院では、担
当判事が、およそ 1 日 30 件から 70 件の事件（火曜日は件数が多い）を扱い、
1 件あたりの所要時間は 3 分から 30 分程度とのことである。時間が必要と
なる事案としては、やはり未成年の子がいる事案は 3 分では済まず、また、
離婚意思が不分明である場合も時間がかかると言うことである。30 分程か
かる場合は、大体当事者に長期相談を勧告することになる事案だということ
である。
　未成年の子がいる夫婦については、協議書記載の親権者・養育者の指定、
面接交渉の実施内容、さらに事前作成の養育費負担調書案に記載された養育
費について確認する。特に、養育費負担調書（案）上の養育費の内容につい
ては、すでに触れたように養育費負担調書に執行力が認められており（韓民

836 条の 2、5 項）、不履行の場合の履行確保制度（家事訴訟法「第 5 編履行の

確保」参照）や、罰則として、家事訴訟法 68 条により監置処分が定められ
ていることから、慎重に検討するということである。なお、前述した「養育
費算定基準表」は当事者を拘束するものではないことから、これに基づいて
当事者が協議を行っているかは確認しておらず、また、協議書に記載された
養育費の負担金額などについて、各家庭の事情によることから、「養育費算
定基準表」に符合するかの厳密なチェックは行っていないとのことである（38）。
離婚意思の確認中に、当事者が養育費の過不足について述べた場合には、基
準表の存在を知らせ、再度協議するよう勧告し、また、基準表と比較して額
が過少あるいは過多である場合も、再度協議を行うよう勧告するだけで、別
途補正命令をすることはないとのことである。
　補正命令に関しては、確認期日においても、期日前の検討の際と同様、当
事者の協議内容が「子の福利に反する」場合、口頭で補正を命じることもあ
る（韓民 837 条 3 項）が、実際に補正を命じる事件は多くはない（担当判事の

経験では、5%未満であろう）とのことである。当事者に再協議や協議の修正
を勧告するにとどめるか、あるいは、補正命令を行うかの区別の基準は、養
育費の例であれば、実際に養育費を負担する意思があるか否かという点にお
かれている。養育費を負担する意思は見られるが、金額の過多（あるいは過
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少）という問題があり、確実に履行しないことで過料・監置処分のおそれが
ある場合には、補正命令ではなく、不履行の場合の罰則のリスクを指摘し、
修正を勧め、仮に当事者がリスクを甘受して修正に応じない場合には、その
まま離婚意思確認を行い、養育費負担調書を作成するということである。
　補正命令を行う例としては、養育費を負担する意思が見られず、虚偽の記
載をする場合（たとえば、無職の非養育親が高額の養育費を負担すると協議した

場合）など、養育費の過多・過少が問題となるケースでは、期日前・期日当
日に補正命令を行い、若干の時間をかければすぐに修正してくる場合には補
正に至るまで少しの間期日を中断したり、次の期日で現実的な養育費を算定
してくるまで待つ必要があるような場合には期日を延期するといった対応を
行う。また、たとえば、養育費として子供達の文房具を供給するなどの文言
の記載のように養育費負担調書として作成することができない内容で協議を
してくる場合にも補正を命じ、さらに、面接交渉に関しては、たとえば、子
が幼いのに子の意思によるとしたり、非養育親の意思によるといったような
協議における基準が明確でない場合には、面接交渉はできるだけ長期的にな
されなければならないという考えに基づき、不規則な協議事項のケースで、
補正を命じていると言うことである。
　「不確認」のケースについては、家庭法院の協議離婚意思確認手続の結果、

「不確認」となる件数はほとんどないと言うことである。申請後、確認期日
に 2 回とも欠席であれば、取り下げとみなされ、また、どちらか一方でも離
婚意思が不分明であれば、期日を延期する場合があったり、当事者が協議離
婚意思確認の申請を取り下げてしまうことが大部分であり、現実に「不確
認」となる件数はごくわずかにとどまると言うことである。すでに触れた

「子の養育・親権者決定に関する協議書」が子の福利に反するとして補正命
令が出される件数も若干あり、補正命令に応じない場合も「不確認」となる
が（家族関係登録規則 78 条 1 項）、当事者は担当判事の補正命令には応じてい
るということであろう。家庭法院は、夫婦双方の離婚意思等を確認したとき
は確認書を作成し、「子の養育・親権者の決定に関する協議」を確認したと
きは養育費負担調書も併せて作成する。
　⑥離婚申告（届出）（韓民 836 条、家族関係登録法 74 条、75 条）
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　協議離婚は、当事者が、家庭法院による離婚意思確認の後、確認書謄本の
交付または送達を受けた日から 3 か月以内に（39）（家族関係登録法 75 条 2 項）、
家族関係登録手続である離婚申告（届出）を行うことにより成立する。離婚
申告書は、離婚意思確認後に、家族関係登録事務を扱う、市（区）・邑・面
の事務所に提出する書類であるが、例規第 341 号第 6 号書式「協議離婚制度
の案内」では、家庭法院での離婚意思確認の申請時の提出書類の中に含まれ
ており、あらかじめ離婚申告書を夫婦が一緒に作成しておき、離婚意思確認
申請時に同時に家庭法院に提出することにして、当事者の手続上の便宜を
図っている。

（1）　日本の統計については厚生労働省「2011 年人口動態統計」（http://www.
e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001101889）による。韓国統計庁の
2011 年婚姻・離婚統計に関しては山梨学院大学金亮完准教授から「家族と
法」研究会（2012 年 10 月 27 日開催）において資料提供を受けた。これを
参考に、以下に、韓国の離婚件数・離婚種別の推移を紹介しておく。

（2）　韓国法では条文上、「面接交渉」という言葉が用いられており、日本法で
も従来「面接交渉」という用語が、判例・学説上用いられてきた。しかし、
日本法では、近時学説は、「面会交流」という用語を用い始めており、改正
民法 766 条においても、「面会及びその他の交流」と表現されていることか
ら、日本法上の用語として「面会交流」の語を使用し、韓国法に関しては

「面接交渉」の語をそのまま使用する。しかし、その意味内容の差異を指摘
する意図はない。なお、韓国法の条文訳については、主として、日本加除
出版法令編纂室編「平成 25 年版戸籍実務六法」（日本加除出版、2012 年）

韓国における離婚の推移
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

離婚件数 134.6 144.9 166.6 138.9 128 124.5 124.1 116.5 124 116.9 114.3

粗離婚率 2.8 3 3.4 2.9 2.6 2.5 2.5 2.4 2.5 2.3 2.3

うち協議離婚
（比率）

111.3 121.5 143.2 117.3 110.7 107.9 105.1 90.8 94.4 87.8 86.4

82.7 83.9 85.9 84.4 86.5 86.6 84.7 77.9 76.2 75.2 75.6

裁判離婚
（比率）

22.6 22.7 22.3 21 16.4 16.4 18.9 25.8 29.6 29 27.8

16.8 15.7 13.4 15.1 12.8 13.2 15.2 22.1 23.8 24.8 24.4

未成年子有
（比率）

94.8(70.4) 101.2(69.8) 114.1(68.4) 91.1(65.6) 81.2(63.4) 75.7(60.8) 72.8(58.7) 63(54.1) 68.5(55.2) 62.9(53.8) 60.1(52.6)

未成年子無
（比率）

37.5(27.9) 41.7(28.8) 49.2(29.5) 46.4(33.4) 45.4(35.5) 48.2(38.7) 50.9(41.0) 52.9(45.4) 55.1(44.4) 53.7(45.9) 53.9(47.1)

＊単位：千件
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に依拠している。
（3）　韓国における 2007 年の協議離婚制度の改正については、金亮完訳「協議

離婚の意思確認事務及び家族関係登録事務処理指針⑴⑵⑶」戸籍時報 636
号（2009 年）48 頁、637 号（2009 年）43 頁、638 号（2009 年）42 頁参照

（ただし、その後、本文でも触れるとおり、事務処理指針の改正があり、現
在は例規第 341 号による。なお、例規第 341 号の紹介の際には、金亮完訳
を参照した）、協議離婚の意思確認制度の内容については、申榮鎬＝裵薫

『韓国家族関係登録法』（日本加除出版、2009 年）181 頁以下参照。また、
安甲濬（金亮完訳）「韓国の新しい協議離婚制度と家族関係登録制度」アジ
ア家族法会議編『戸籍と身分登録制度』（日本加除出版、2012 年）177 頁以
下もある。なお、宋賢鐘＝二宮周平「韓国における協議離婚制度の改革と
当事者の合意形成支援」立命館法学 343 号（2012 年）574 頁以下、及び、
本稿第 2 章 1、⑶参照。

（4）　日本法上の類似の制度として、民法 798 条が未成年子を普通養子にする場
合、養子縁組届出の前に家庭裁判所の許可を要求している。これは、1947

（昭和 22）年民法改正の際、養子縁組における未成年子の利益を図るために
当事者の縁組合意に対する公的介入を認めたもので、現行法になって初め
て規定されたものである。しかし、許可不要の例外が定められており、マ
ジョリティ・ケースが許可不要に該当することから、子の利益に基づいた、

「合意への公的関与」の理念は徹底していない。
（5）　ソウル家庭法院が取り組んできた親教育については、第２章、及び、「親

教育指針書」本誌本号 130（53）頁参照。なお、親教育について先駆的な取り
組みを行ってきたアメリカにおける実情の紹介として、棚村政行「子の監
護調停における父母教育プログラム―カリフォーニア州家庭裁判所サービ
スでの最近の動向―」ケース研究 243 号（1995 年）24 頁以下、渡部信吾

「子の監護を巡る親教育プログラムについて―米国ネブラスカ州ダグラス郡
の実情―」ケース研究 303 号（2010 年）225 頁以下などがある。日本にお
いては、法務省によるリーフレット（「夫婦が離婚をするときに〜子どもの
ために話し合っておくこと〜」「面会交流１〜子どもたちのすこやかな成長
をねがって〜」「面会交流２〜実りある親子の交流を続けるために〜」
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00113.html# リーフレット）、最高裁
によるビデオ「離婚をめぐる争いから子どもを守るために」（http://www.
courts.go.jp/video/kodomo_video/index.html）などが作成されてはいる。

（6）　日本の協議離婚制度をめぐるこれまでの議論の詳細な分析と法改正の提案
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について、家族法改正研究会第 4 回シンポジウム「離婚法グループ中間報
告会」（2012・11・11（日）開催）における、緒方直人教授による報告がある

（「協議離婚に関する論点整理」）（戸籍時報 694 号（2013 年）に掲載予定）。
他に、宮崎幹朗「離婚法の課題に関する一考察」生野＝二宮＝緒方＝南
方編『変貌する家族と現代家族法』（法律文化社、2009 年）208 頁以下等参
照。

（7）　明治民法（旧 812 条）が、父を単独親権者とする原則の下で、離婚後の監
護者制度を定めた趣旨は、離婚後に親権者である父が子を監護できない場
合に、現実に子の養育に当たってきた母に監護者として引き続き監護養育
を委ねるためであった（神谷笑子「離婚後の子の監護」青山道夫他編『家
族法大系Ⅲ』（有斐閣、1959 年）17 頁参照。なお、法務大臣官房司法法制
調査部監修『法典調査会民法議事速記録 6』［富井政章］（商事法務、1984
年）408 頁以下も参照）。父母平等の原則の下、共同親権を定めた現行法で
も、離婚後は単独親権としたことから、監護者制度は維持されたが、父母
平等の原則の下では、子の監護養育に適している者を親権者とすればよい
のであり、親権者とは別に監護者を定める必要性は減少するとして、766 条
の監護者制度の活用に否定的見解も見られた。しかし、その後、民法 766
条は、双方が共同親権者である別居中の父母間での監護紛争に類推適用の
場を広げ（最決平 12・5・1 民集 54 巻 5 号 1607 頁参照）、また、監護に関
する事項に面会交流（東京家審昭 39・12・14 家月 17 巻 4 号 55 頁が、766
条に基づいて面会交流を命じたリーディングケースとなっており、沼邊愛
一判事による詳細な説示が付されている）や監護費用（＝養育費）（審判例
は、早くから離婚後の子の養育費用について 766 条に基づく請求を認めて
いた。たとえば、神戸家尼崎支審昭 35・6・13 家月 12 巻 12 号 87 頁等）を
含めることによって、監護者決定以外に対象事項を広げている。

（8）　ジュリスト 1084 号（1996 年）126 頁。
（9）　2011 年民法等の改正に関する解説として、飛澤知行編著『一問一答・平成

23 年民法等改正』（商事法務、2011 年）がある。なお、 監護者、面会交流、
養育費の分担が離婚の効果の規定（766 条、771 条。認知後の婚外子につい
ての 788 条による準用を含む）として置かれている点の妥当性は議論の余
地がある。離婚の効果として派生する事項ではなく親子関係に基づく効果
として定められる必要があろう。犬伏由子「親権・面会交流権の立法課題」
家族〈社会と法〉26 号（2010 年）35 頁参照。

（10）　法務省民事局長通達によれば、「改正法において、未成年の子がある父母
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が離婚するときは、面会交流及び養育費の支払いについて取り決めを行う
よう明文化がされたところ、この明文化に関して、衆議院及び参議院の各
法務委員会において、その趣旨の周知に努めるとの付帯決議がなされた」
ことを受け、明文化の趣旨を周知するため、下記の欄を設ける旨の様式変
更を行ったとされている。

（11）　資料提供は、ｍネット代表坂本洋子氏による（ｍネット通信 2012.12.28
［vol.286］にも掲載）。

（12）　 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002j6es.html
（13）　日本側の関心の高さを反映し、ソウル家庭法院では、日本人訪問者が示

した関心事項を中心に、Ｑ＆Ａ形式でまとめた『ソウル家庭法院のあらま
し』という日本語パンフレットを 2012 年に作成している。

（14）　ソウル家庭法院訪問に当たっては、金允貞判事（2011 年 2 月から 1 年間
慶應義塾大学法学部訪問研究員であり、現在、ソウル家庭法院家事 2 部で
非訟合議事件（主に遺産分割事件、親権喪失事件など）を担当）、及び、宋
賢鐘専門調査官に仲介の労を執っていただいた。なお、ソウルへの訪問調
査研究に当たっては、早稲田大学特定課題研究費（課題名「家族に係わる
個別立法（特別法）が家族法（一般法）に与えた影響及び相互関係の法理
論的分析」研究代表岩志和一郎早稲田大学法学学術院教授）による補助を
受けている。

（15）　ソウル家庭法院へは、2012 年 11 月 23 日 15 時〜 17 時 30 分まで、5 名
（犬伏由子、早稲田大学岩志和一郎教授、同棚村政行教授、慶應義塾大学大
学院法学研究科後期博士課程 3 年田中佑季氏、日本加除出版企画部部長真
壁耕作氏）で訪問した。なお、当日応対をいただいた主席部長孫旺錫判事
には、この場を借りてお礼申し上げる。ソウル家庭法院は 2012 年 9 月に現
住所に移転したばかりであり、新庁舎内の施設を見学した後、事前に渡し
ていた質問項目を中心に、金允貞判事を含む４名の裁判官及び宋専門調査
官との質疑応答の時間を頂いた。しかし、当日は、時間も限られていたこ

未成年の子がいる場合は、次の□に当てはまるものにしるしを付けてください。
（面会交流）
　□取り決めをしている。　未成年の子がいる場合に父母が離婚するときは、面会交流や養
　□まだ決めていない。　　育費の分担など子の監護に必要な事項についても父母の協議で

（養育費の分担）　　　　　　定めることとされています。この場合には、子の利益を最も優
　□取り決めをしている。　先して考えなければならないこととされています。
　□まだ決めていない。

（ ）
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とから、後日、協議離婚意思確認手続など、多くの点に関して、金判事を
介して、文書による質問を行い、その都度回答をいただいたが、これらの
点を含む紹介の責任は犬伏由子にある。なお、ソウル家庭法院訪問調査等
にかかわる通訳、及び、資料等の翻訳の多くの部分を慶應義塾大学大学院
法学研究科後期博士課程田中佑季氏に負っている。

（16）　配偶者間暴力（DV）だけではなく、児童虐待、高齢者虐待など、包括的
に家庭内の暴力事件を含んでいるが、実際には DV 事件が中心である（二
宮孝富「韓国の DV に関する法体系―日本法への示唆」生野ほか・注（6）

『変貌する家族と現代家族法』251 頁以下）。日本の DV 事件（DV 防止法に
基づく保護命令事件）は、地方裁判所の管轄であるのに対し、韓国では家
庭裁判所の管轄となっている点で、訪問調査の際の担当判事との意見交換
から、DV 事件が家族関係（親密圏）の問題であるという認識に立った事件
処理が行われている印象を持った（担当判事から、DV に対して単に犯罪と
して処罰することより、夫婦間の経済的格差、夫婦関係の破綻・児童虐待
といった DV 事件に含まれている複合的問題の解決につなぐことが必要と
いった認識が述べられた）。この点さらに検討が必要であろうが、今後の課
題とする。

（17）　緒方・注（6）・報告において、これまでの改革提案には、「司法的介入ア
プローチ」と「行政的関与アプローチ」があったことが指摘された。「関
与」と「介入」の線引きは難しいところであるが、韓国では、協議離婚制
度改革に関して国家の「関与」と説明されている。

（18）　登録事務の管掌機関に関しては、戸籍制度の時代から、大法院と法務部
の間で権限をめぐる対立があり、家族関係登録制度の立法過程においても
激しい議論が生じていた（申榮鎬＝裵薫・注（3）・36 頁以下、文興安（金亮
完訳）「韓国における身分登録制度の改変と課題」アジア家族法会議編『戸
籍と身分登録制度』（日本加除出版、2012 年）145 頁以下参照）。

（19）　事件数に関しては、宋専門調査官から情報提供を受けた。
（20）　申榮鎬＝裵薫・注（3）・182 頁以下、宋＝二宮・注（3）・577 頁以下参照。
（21）　離婚意思確認申請から、3 か月が経過するまでに離婚案内を受けない場合、

確認申請の取り下げとみなされる（家族関係登録規則 77 条 3 項）。
（22）　例規第 341 号には、［第 6 号書式］「協議離婚制度の案内」［資料 4］が含

まれており、これには、詳細に協議離婚の手続・効果が説明されているこ
とから、この「協議離婚制度の案内」文書を申請当事者に交付する方法に
よる。
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（23）　協議離婚の離婚案内は午前（10：00 〜 11：00）と午後（16：00 〜 17：
00）に行われており、訪問当日は午後の部に 20 分ほど参観し、6 組ほどの
参加夫婦に対し、女性調査官が DVD 等を利用して、巧みに語りかけてい
る様子を見学した。宋専門調査官の説明では、夫婦が一緒に参加すること
について、特に暴力などのリスクはあまり生じていないとのことである。
1979 年から協議離婚意思確認制度が始まっていて、夫婦双方が出頭すると
いう手続は定着していることや、元々、協議離婚は、離婚について夫婦間
での合意が可能である場合が前提で、夫婦間の葛藤が比較的高くはない当
事者が利用していることにもよるであろう。なお、午後（13：00 〜 14：
30）には、裁判離婚の当事者に対する親教育も実施され、これについては、
第 2 章 3、⑵、及び、当事者の評価については第 2 章 3 参照。宋＝二宮・注

（3）・581 頁以下、587 頁以下も参照。
（24）　たとえば、民間機関である家庭法律相談所に所属する専門家も相談員に

委嘱されており、ソウル家庭法院庁舎内にも出張して相談業務に当たって
いる。相談室の外には、家庭法律相談所が作成した多文化家族向けなど多
種のパンフレットも備えていた。そのほか、健康家庭支援センターは、協
議離婚と裁判離婚の相談に当たっている（個人あるいは機関の資格で）。

（25）　熟慮期間の短縮申請の他の例としては、外国駐在者が大使館を通じて協
議離婚手続を進める場合があり、この場合は大使館を通じて書類が来るの
で離婚手続自体に多くの時間がかかるため、離婚手続に付されてからの期
間との関係で、熟慮期間の短縮申請をしているとのことであり、このよう
な事件は、ほとんど全ての熟慮期間の短縮申請を認容し、事件処理をして
いるとのことである。

（26）　2 回とも欠席の場合は、確認申請を取り下げたものとみなされる（家族関
係登録規則 77 条 2 項）。当事者の欠席理由は様々だが、離婚意思を撤回し
た場合もありうる。忙しくて出席できない場合など、あらかじめ連絡して
期日の延期を要請した場合には、期日の再指定を行うこともあるとのこと
である。

（27）　ソウル家庭法院では、例規第 341 号第 3 号書式「子の養育と親権者決定
に関する協議書」をアレンジして作成した様式を使用しているとのことで
ある。

（28）　理論上は、遅くとも確認期日までに提出されればよいとのことである。
（29）　1990 年 1 月 13 日の韓国民法改正（法律第 4199 号）までは、離婚後に母

が親権者となることは認められていなかった（改正前 909 条 5 項）。また、
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離婚後の養育責任についても、父母間で協定しないときは、父に属すると
されていた（改正前 837 条 1 項）。この点は、注（7）で触れたように、日本
における明治民法下と同様の親権における父母間の不平等が、最近まで韓
国法には残されていたことを指摘しうる。

（30）　従来、離婚後の単独親権者死亡後、未成年後見開始ではなく、生存して
いる他方の親が自動的に親権者となるかの点に関して、大法院 1994 年 4 月
29 日判決はこれを肯定したが、学説上は論議があった。そこで、韓国民法
909 条の 2 を新設し、単独親権者死亡の場合に、生存父・母が親権者となる
ためには、家庭法院への親権者指定請求を必要とする内容の改正を行うこ
とによって、生存親が自動的に親権者となることを明文で否定した。金亮
完「韓国の親権法改正」戸籍時報 671 号（2011 年）47 頁参照。

（31）　例規第 341 号第 3 号書式「協議書作成の手引き」、及び、「親教育指針書」
（本誌本号 107（76）頁参照）に、養育者の役割として示されている。

（32）　ソウル家庭法院ＨＰ掲載の「養育費算定基準表」について、山梨学院大
学金亮完准教授から日本語訳の資料提供を受けた。これによると、子が都
市に居住する場合と農漁村に居住する場合の 2 パターンがあり、父母の合
算所得と子の年齢に応じて（一定幅で）養育費が決まり、これを父母の分
担比率に応じて負担するようになっている。金判事によれば、「養育費基準
算定表」に関しては、2012 年 7 月頃に解説書が発刊され、全国の法院に配
布されたとのことである。

（33）　2007 年韓国民法改正によって協議離婚の際の養育費負担協議の義務化が
実現されたが、当事者間の合意の実効性に対する疑問の声も出されていた
ことから、2009 年 5 月 8 日に養育費履行確保などのための家事訴訟法・民
法の改正が行われた（金亮完「養育費履行確保等のための韓国の家事訴訟
法・民法の改正」戸籍時報 644 号（2009 年）21 頁以下に紹介がある）。こ
れにより、家庭法院は、離婚意思確認手続において、当事者が協議した養
育費負担に関する内容を確認した上で、養育費負担調書を作成することが
義務づけられ、調書に執行力が認められた（韓民 836 条の 2、5 項）。家事
訴訟法にも、財産明示制度（48 条の 2）や財産照会制度（48 条の 3）、養育
費直接支払命令（63 条の 2）、担保提供命令制度（63 条の 3）などが導入さ
れた（さらに、2010 年 3 月 31 日法律第 10212 号により改正されて現行条文
となっている）。ソウル家庭法院において、職権又は申立による財産開示

（財産目録の提出）や、財産照会は相当活用されているとのことである（韓
国民事執行制度（これに含まれる監置処分等）の紹介や、韓国の財産明示
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制度が大いに利用されていることについて、古賀政治「韓国における金銭
債務名義の実効性担保のための制度―財産明示制度を中心として」判タ
1382 号（2012 年）39 頁参照）。

（34）　2007 年 12 月 21 日の改正に、民法改正委員会のメンバーとしてかかわっ
ておられたソウル大学尹眞秀教授を訪問した際（2012 年 11 月 23 日）に、
面接交渉が「子の権利である」と規定されたのは、「子どもの権利条約」の
趣旨をふまえたものであるとの説明をうかがった。なお、李勝雨（権澈訳）

「韓国における最近の民法改正：家族法」ジュリスト 1362 号（2008 年）100
頁参照。

（35）　2012 年 12 月現在、ソウル家庭法院の裁判官の数は、法院長を含め 35 名
である。家事訴訟担当の裁判部は、合議事件 3 部（各判事 3 名）、単独事件
8 部であり、家事非訟事件担当の裁判部は、合議事件 1 部（判事 3 名）、単
独事件 5 部（そのうち、2 名が協議離婚意思確認事件及び申請事件との兼
職）である。少年事件担当の裁判部は、単独事件 5 部（そのうち、2 名は家
庭保護事件を兼職）である。

（36）　当事者が提出した協議書に記載されている養育費の負担に関する内容を、
確認期日前に法院事務官が、あらかじめ養育費負担調書案として作成して
おく。 

（37）　当事者の養育費協議の内容をできるだけ尊重するが、協議書が提出され
ない、また、協議された額が過度に過小又は過大な場合に参考とするため、
添付書類の提出を勧告することがあるとのことである。

（38）　「養育費算定基準表」は、養育費ガイドラインを公式化した点に意味があ
るが、当事者や裁判部を拘束する効力はないとのことである。家庭法院が
裁判離婚や家事審判で養育費を決定する場合にも、基準表が拘束力を持つ
わけではなく、一応の参考基準となるだけで、事案によって明らかになっ
た具体的事情によって、弾力的に養育費算定基準表を活用することもでき
るとのことである。ソウル家庭法院による基準表の公表から、まだ日が浅
いため、日本において実務上定着している「養育費・婚姻費用算定表」と
の差異について、判断することはできない。

（39）　協議離婚の申告は、夫婦の一方が行うこともでき（家族関係登録規則 79
条）、申告が行われる前であれば、離婚意思の撤回が認められる（撤回の手
続については、家族関係登録規則 80 条による）。
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　第２章　韓国における家庭法院での離婚夫婦に対する親教育

１　親教育プログラムの誕生した背景
⑴　家庭法院と家庭法院専門調査官制度の発展
　韓国で初めに家庭法院の手続として親教育の導入の必要性を提起したのは
ソウル家庭法院専門調査官であった。民間機関の中で、アメリカでの離婚適
応教育プログラム（Divorce Adjustment Education Program）を応用して、離
婚過程中あるいは離婚後の親の一方を対象にした試みは稀にあったが（1）、こ
れは家庭法院とは全然関わりがないプログラムであった。2002 年当時に、
始まったばかりの家庭法院専門調査官制度を活性化する為の企画の一環とし
て、最初に親教育プログラムの導入が検討されたが（2）、当時は全般的に家
庭法院の福祉的な機能やサービスに関する理解が深くなかったので、親教育
プログラムの導入は採択されなかった。しかし、最近では、韓国の大法院が
家庭法院の目標を「後見的・福祉的な機能，問題解決法院」と宣言するほど
に（3）、家庭法院に関する認識に大転換が成された。また、家庭法院が全国
的に広がり、家庭法院専門調査官の人数も増えている。このような変化が親
教育プログラムの導入と発展に対する原動力になった。
　韓国では、1963 年 10 月 1 日に最初の家庭法院として「ソウル家庭法院」
が創設されたが，2011 年 4 月以前までは家庭法院はソウル特別市だけであ
り、他の地域では、地方法院（裁判所）が家庭法院の事件を担当してきた。
創設当時のソウル家庭法院は、「治療法院、教育法院、福祉法院」を目指し
て動き始めた（4）。その一環として、1963 年 12 月には、心理学、教育学など
の人間関係諸科学分野の専門家を採用して最初の家庭法院調査官制度を設け
た。しかし家庭法院調査官制度に関する数度の専門化の企画がうまくいかず、
2001 年直前には専門調査官はなくなり、法院書記官が調査官を兼ねるにと
どまってしまった。その当時、調査官が行った仕事は唯離婚事件の有責要因
を調査するだけで、すなわち、家庭法院が司法的機能だけを担った状況に
なった。家庭法院に対しては社会的期待が満たされないでいたという批判も
受けた。
　そこで大法院は 2001 年に「司法発展計画」の一環として、人間行動科学
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分野の修士以上の学歴を持っていて、臨床心理士、ソーシャルワーカー等の
資格があり、かつ民間の病院や相談所等の経歴のある 8 名を専門調査官とし
て採用して、再び新たな家庭法院専門調査官制度を設けた（5）。その後、2013
年 1 月現在、全国の家庭法院調査官は約 130 名、専門調査官は 72 名である。
そのうち、調査官 32 名、専門調査官 18 名はソウル家庭法院に勤めている。
人数が足りないので、家庭法院内部のリソース（裁判官を含む）だけではな
く、民間のリソース、民間機関、専門家といろいろな協力や連携をしている。
調査官の任務としては、①事実調査、②調整措置、例えば、外部の相談機関
や専門家の活用など、③履行勧告、④期日出席、⑤外部資源の発掘と管理

（Case Management）、⑥親教育がある。また、2005 年 2 月から法官の中で 5
年〜 7 年間、家庭法院事件だけを取り扱う「家事少年専門法官」制度も始ま
り、2012 年現在には全国的に 61 名の法官（裁判官）が家事少年専門法官と
して働いている。家事少年専門法官と専門調査官が親教育の制作と今までの
発展において重要な役割を果たした。
　2011 年 4 月から、高等法院のある都市、釜山（プサン）、大田（テジョン）、
光州（ファンツ）、大邱（テグ）に家庭法院４庁を新設し、ソウルと合わせて
5 か所となった。また全国 16 か所の家庭支部を新設した。家庭法院の関係
者は、地方法院のある全ての都市にも家庭法院を新設することを目指してお
り、2016 年には、その最初の例として仁川（インチョン）に家庭法院を新設
する。大法院は家庭法院が進むべき道として「審判を乗り越えて回復と治癒
へ」、家庭法院の目標として「1．後見的・福祉的な機能、2. 問題解決法院」、
目標達成の方法として「1．司法サービス機能の強化、2．相談・教育機能と
外部機関との連携、3．人的・物的施設の完備」と宣言していた（6）。このよ
うな約 10 年間の家庭法院と家庭法院調査官制度を巡る変化のプロセスの中、
協議離婚の場合は 2008 年 6 月 22 日から、裁判離婚の場合は 2010 年 1 月 11
日から、家庭法院での親教育が始まった。

⑵　離婚の急増と子どもの福利に関する認識の向上
　韓国は 1998 年から離婚が急激に増加して 2003 年には人口 1,000 人あたり
の離婚件数を表す粗離婚率（普通離婚率）が 3.4 にまで至り（7）（2003 年度の日



法学研究 86 巻 1 号（2013：1）

(31)152

本の粗離婚率は 2.25）、離婚問題に対する社会的関心が非常に高まるように
なった。詳しく見ると、1997 年には約 92,000 件（粗離婚率 2.0）が、2003 年
には約 170,000 件（同 3.4）に増加した。さらに、総離婚件数のうち、約 60％
に未成年の子がいることが注目された。特に全体の離婚の 85％程度を占め
ている協議離婚がもたらす弊害、すなわち一時的な感情対立による軽率な離
婚、そして子どもに与える被害に関する十分な関心を持たない無責任な離婚
に対する懸念が、有識者や NPO 団体などから社会全般に広がるようになっ
た（8）。2006 年 12 月に韓国の女性家族部（9）が発表した「離婚後の子どもの養
育実態調査」によると、離婚による母子世帯の就職率は 82.8％（離婚前

50.9％）であり、その内 65.0％は非正規職として働き、平均所得も約 100 万
ウォン以下（2006 年の韓国の世帯平均所得約 300 万ウォン）であった。養育費
を支払ってもらえない世帯は 83.7％であり、離婚後に一番困っているのが子
どもの養育費の問題である世帯が 88.6％であった。また、定期的に面接交渉
をする世帯は 9.8％に過ぎない、連絡又は交流を全然しない世帯も 47.8％に
至った（10）。
　このような状況は、協議離婚制度の改革を導く重要な理由であった。協議
離婚制度の改革には 2 つの目的があったが、1 つは、軽率な離婚を防いで家
庭を守る方向も考えること、もう 1 つは、子どもの被害を最小化することで
あった。2008 年の最初の協議離婚に関する親教育の内容の中では離婚に関
して再考することも小さくない比重を占めたが、だんだん比重が小さくなっ
た。最近は子どもの福利を中心にして親のまじめな協議を支援することを重
視することになった。
　裁判離婚の場合には、普通協議離婚より父母間の対立感が強く、子どもの
福利が損なわれる弊害が生じる危険性が高い。そこで、ソウル家庭法院では
2009 年 8 月に、裁判離婚において疎外されている子どもの問題を総合的に
解決して子どもの福利を守るために、家庭法院の法官 5 名、専門調査官 6 名、
外部の委員 3 名が集まって「子ども問題ソリューション会」を発足した（11）。
その活動の一環として、裁判離婚の当事者向けの親教育プログラムを開発し
た。
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⑶　家族法の改正
　韓国では、1979 年 1 月 1 日から、夫の強圧によって妻が追い出される離
婚や、妻が知らないままになされる協議離婚を防止して、女性の利益、福祉
を守るために、家庭法院が協議離婚に対して当事者の意思を確認する制度を
設けた。この離婚意思確認とは、夫婦に離婚意思が有るか否かを明らかにす
ることに過ぎないものであるから、当事者の親権に関する協議と子の福利と
の適合性、養育費、面接交渉には関与ができなかった。
　しかし 2007 年の民法改正により、協議離婚の当事者は子の養育に関する
協議書や、それに関する家庭法院の審判書正本を提出しなければならなく
なった（韓民 836 条の２）。養育に関する協議書には養育者の決定、養育費用
の負担、面接交渉の行使の可否とその方法を含めなければならず（韓民 837

条の 2 項）、協議の内容が子の福利に反する場合は、家庭法院は補正を命じ、
あるいは、その子の意思、年齢、親の財産状況、その他の事情を参酌して養
育に必要な事項を定めることができるようになった（同条 3 項）。また、協
議離婚する前に一定期間離婚を再考する熟慮期間を導入し、養育するべき子
がいる場合には 3 か月、いない場合には 1 か月の期間が経過した後、離婚意
思の確認を受けなければならなくなった。ただし、暴力により一方当事者に
耐え難い苦痛が予想されるなど急迫な事情がある場合には、期間を短縮又は
免除することができる。ここで言う熟慮期間とは家庭法院で行う離婚に関す
る案内に参加してからの期間をいう。未成年の子のいる当事者にはこの案内
の中、離婚が子どもに与える影響、養育費と面接交渉の重要性などに関する
親教育を実施している。家庭法院は、必要と認めた場合は当事者に対し、専
門的な知識と経験を備えた専門相談員との相談を勧告することができる（韓

民 836 条の 2）（12）。
　裁判離婚に関しては、法院は、申請しなくても、職権で親権者を指定する
ことができるようになり（韓民 909 条 4 項）、裁判離婚の過程で、裁判官が、
親権者の指定や養育と面接交渉について、当事者に協議するように勧告する
こともできることになった（家事訴訟法 25 条）。また、「子を直接養育しない
父母の一方と子は相互に面接できる権利を有する」（韓民 837 条の 2）として、
子も面接できる権利を持っているということを定めた民法改正もなされ
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た（13）。2009 年の民法改正により（2009 年 8 月 9 日から施行）、家庭法院は当
事者が協議した養育費の負担に関する内容を確認する養育費負担調書を作成
しなければならなくなったが（韓民 836 条の 2）、この調書には執行力を付与
している（韓民 836 条の 2、家事訴訟法 41 条）。
　このような民法などの改正の意味するところは、親の離婚が与える被害か
ら子どもを守り、離婚後の親の責任を強化することが要請されていると言う
ことである。韓国での親教育はこのような家族法の改正が進んだプロセスの
中で制作され、その改正の意味と内容を伝播あるいは実現するプログラムと
して位置づけることもできる。

2　親教育プログラム制作の過程
⑴　準備段階
　①協議離婚制度の改正に着手する以前
　韓国における法院での最初の親教育プログラムは 2001 年 7 月から始まっ
た家庭法院専門調査官制度の活性化の為の企画として検討され、2002 年の

「家事調査業務の活性化方案」と「調査官制度に対する検討」の中ではアメ
リカの親教育プログラム（14）、オーストラリア家庭裁判所のインフォメー
ションセッション（15）等が紹介された。検討の過程で、アメリカにおける親
教育プログラムの中では、法院が外部の精神保健分野の専門家（Mental 

Health Professor）と連携して数回のワークショップの形で行い、なお、また
子ども向けのワークショップもあったことが興味深く受け取られた。
　当時は、家庭法院の福祉的な機能に関する概念に馴染みがなかった状況な
ので、法院外部の専門家（専門機関）と連携して何回か続けられる形のプロ
グラムの導入は無理であった。そこで、アメリカの裁判所で 1 回 2 〜 4 時間
で行われる短期親教育（Brief Divorce Education Program）（16）とオーストラ
リアの家庭裁判所で手続の初期段階にコートカウンセラーが関与するイン
フォメーションセッションを参考にして、ソウル家庭法院の専門調査官が裁
判離婚手続の初期段階で子どもの被害を守る為に父母がするべき言動などを
伝える教育的な説明会を企画したが（17）、採択されなかった。しかし家庭法
院の関係者には親教育プログラム導入の必要性と家庭法院調査官の仕事とし
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て可能であるという認識が生じる切っ掛けになった。この結果、2003 年に
ソウル家庭法院では専門調査官が未成年子のいる夫婦向けの『助けの木』と
いう８頁のパンフレットを制作し、協議離婚の申請の際、また、家事調査や
調停・審理期日などで配るようにした。専門調査官はこのパンフレットを調
査面接の当事者を一対一で教育する資料として利用した。このパンフレット
はアメリカで運営されていた『General Responsibility As Separating Parents』

（GRASP）、 『Helping Children Succeed After Divorce 』（HCSAD）等のプログ
ラム内容とバージニア州の法律協会が制作したパンフレットである『Spare 
the Child』を参考にして作った（18）。『助けの木』には父母間の紛争による子
どもの傷、子どもの年齢に従って現れる子どもの行動と親の望ましい言動、
父母間の平和的な紛争解決の重要性などが含まれていた。『助けの木』は
2008 年から本格的に親教育のプログラムを制作した際に非常に参考になり、
現在、親教育の資料として用いられている『父母』の前身である。

　②協議離婚制度の改正の過程
　親教育プログラムの必要性が社会的な関心を集めたのは、離婚の急増など
の背景によって行われた協議離婚制度の改正の過程であった。韓国家庭法律
相談所などのＮＰＯ女性団体は、例えば一時的な感情に巻き込まれて行う軽
率な離婚や、親が離婚による子どもの問題などに関して十分な考慮をしない
或いは十分な知識も持たずに行う離婚など、当時の協議離婚制度の弊害と問
題の解決策として「離婚前相談制度の導入と離婚相談の義務化」を主張した。
然るにこの離婚相談制度とは欧米の離婚カウンセリングと離婚調停

（Divorce Mediation）と離婚教育（親教育）プログラムを総合したものである
し（19）、導入の目標も相談、教育、調停の内容が混在していた（20）。このよう
な離婚相談制度は教育的な観点で見ると個人的教授のような性格があるとい
えよう。それに対して、アメリカにおける義務化傾向にあるプログラムはカ
ウンセリングではなくて、親教育と離婚調停であることを指摘して、離婚相
談の導入をカウンセリング的な側面、調停的な側面、教育的な側面とに分別
し、カウンセリングと調停の性格とは区別される手続であるとして、グルー
プ教育の形である「説明（オリエンテーション）会」を設けて、協議離婚手
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続の説明と親教育を同時に行うべきであろうという主張が提起された（21）。
また、1996 年イギリス離婚法による案内会（Information  Meeting）制度など
を参考にして、参加を義務化する「協議離婚案内」という手続を設け、離婚
手続・離婚結果（財産分割、子ども養育、面接交渉など）・離婚が子どもに与
える長短期的な影響などに関する説明を提供するという、主張もあった。さ
らに、離婚相談及び調停の参加は当事者の意思に委ねるべきであるという主
張もあったが（22）、その主張には協議離婚案内の運営方式に関する具体的な
言及はなかった。
　結局、2007 年 12 月 21 日、離婚案内と離婚相談に関しては、次のような
民法改正がなされた。「第 836 条の 2（離婚の手続）①協議上離婚をしようと
する者は、家庭法院が提供する離婚に関する案内を受けなければならず、家
庭法院は、必要な場合、当事者に相談に関して専門的な知識と経験をそなえ
た専門相談者の相談を受けることを勧告することができる。」。即ち、離婚案
内は義務化されたが、離婚相談は勧告にとどめられた。しかし、離婚案内の
形式、内容、担当者などは定められず、運営方式は法院の側に委ねられた。

⑵　制作段階
　①協議離婚案内の運営方式をめぐる論議
　韓国における法院での本格的な親教育プログラムは民法改正による新たな
協議離婚制度の施行と共に始まった。2007 年 12 月 21 日に改正され、2008
年 6 月 22 日から施行された新たな協議離婚手続はおおよそ「a. 協議離婚意
思確認申請→　b. 協議離婚に関する案内（離婚案内 ) →　c. 専門家との相談

（選択事項）→　d. 熟慮期間の進行（未成年子のいる場合 3 か月、いない場合 1

か月）→　e.（未成年子がいる場合）協議書又は審判正本の提出→　f. 協議離
婚の意思の確認」であった。しかし、各々の手続をどう運営するのかは定め
られなかった。ソウル家庭法院では法官 5 名、書記官 2 名、専門調査官 3 名
を合わせて総 10 名を会員とする ｢ソウル家庭法院協議離婚手続研究会｣ を
結成し、新たな形式の協議離婚手続を研究した（23）。この研究会の結果は
2008 年 6 月に改正された「家族関係の登録等に関する規則」及び「協議離
婚手続及び家族関係登録事務処理指針」（大法院家族関係登録例規第 276 号）
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に大部分が反映された。その研究会では協議離婚手続に関して全般的な論議
が行われたが（24）、本論説では 親教育と関わりがある離婚案内を中心にして
紹介する。当時は離婚案内の運営に対して、ア案内の内容 、イ案内の方式、
ウ案内の主体に関する議論があった（25）。
　ア内容に関する議論
　離婚案内で申請者に伝えられるコンテンツとしては「a. 協議離婚の手続、
b. 離婚関連の法的な問題（慰謝料、財産分割、親権と養育権、養育費用、面会

交渉など）、c. 親教育」と大別できる。まず、離婚案内の中で申請者に新た
な協議離婚手続を説明することに関しては異論がなかった。しかし、 離婚関
連の法的な問題に関してはどの程度伝えるかに関して議論があった。即ち、
改正民法によると、未成年者がいる夫婦が協議しなければならない事項とし
ては、養育者の決定、養育費の負担、面接交渉権を行使するか否か及びその
方法（韓民 837 条）だけであるのに、協議離婚に関する案内の内容で慰謝料
や財産分割も含める必要があるかという意見があった。しかし協議離婚後の
他の財産などの紛争を予防するために、慰謝料と財産分割に対する基本的な
概念も伝える必要があるという主張が多数説であった。親教育に関しては、
法院で行う離婚案内であるのに、親の離婚が子どもに与える影響・子どもの
年齢に従った親の離婚に対する行動等の心理学・社会福祉学的内容を伝える
必要があるのかという問題提起があった。これは ｢ソウル家庭法院協議離婚
手続研究会｣ では出なかったが、結果報告後に他の地方法院などから出た問
題意識であった。結果的には、協議離婚と家事事件を担う判事などに、今回
の改正民法の趣旨に照らすと、法院は、父母が合理的に子どもの福利に関す
る最善の結果をもたらす協議ができるように積極的な教育をする必要がある
という主張が力を得た。
　イ案内の方式に関する議論
　協議の内容に関する論議は案内の方式とも関わりがある。すなわち、協議
離婚の申請者を分別しないで案内する「一括案内」方式を採択するか、それ
とも未成年子の有無によって申請者を分別する「分離案内」方式を採択する
かに関する論議があった。もし離婚案内の中で、親教育に関するコンテンツ
を含めれば、これは未成年子がいない当事者には必要のないことなので、
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「分離案内」方式を採択する必要性が高まることになる。検討の結果、改正
民法は慎重な離婚と共に未成年子の福利の保障に主眼点を置いていることと
家庭法院の後見的な機能を考慮して、未成年子の有無によって当事者を分別
して施行する「分離案内」方式を採択した。また、申請した夫婦一組ずつに
案内する「個別案内」方式を行うか、それとも申請者を集める「グループ案
内」方式を行うかに関しても論議があった。「個別案内」方式は申請者のプ
ライバシーを守ることができるメリットがあるが、「個別案内」方式で行う
と法院の仕事が急増して実際には施行できないし、親教育では他の親との意
見交換も必要となるので「グループ案内」方式を採択した。
　結論的に、未成年子の有無によって申請者を分離して、未成年子がいない
夫婦には協議離婚手続と離婚関連の法的な問題を伝える「共通案内」を行う
が、未成年子のいる夫婦にはこの「共通案内」に親教育を加える「父母案
内」（最近には「子女養育案内」と呼ばれる）を施行することになった。そし
て離婚案内に利用する視聴覚資料は共通案内用と父母案内用を分けて制作し
た。父母案内用の視聴覚資料である「未成年子がいる夫婦案内」はソウル家
庭法院専門調査官で構成された「親教育研究チーム」の研究結果に基づいて
制作された。
　ウ案内の主体
　離婚案内の主体としては、共通案内は協議離婚を担当する部署の法院書記
官が、父母案内は家庭法院調査官が担当することにした。共通案内では法院
書記官が単純に視聴覚資料をつけて関連書面を配る程度で関与したが、父母
案内においては調査官が視聴覚資料と書面資料を利用して直接に講義（説

明）をすることにした。最近、ソウル家庭法院では、効率的な運営のために、
未成年子のいない申請者に対する共通案内はしないで、申請する夫婦一組ず
つに書面資料を利用して簡単な説明をするように簡略化した。父母案内は、

「親教育研究チーム」が相次いでモニタリングしてさらに充実化して行って
いる。
　②裁判離婚における親教育の制作
　ア子ども問題ソリューション会の発足以前
　2001 年に家庭法院専門調査官制度が始まってから、専門調査官が家事調
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査の面接の中で行っていた当事者との一対一形式の親教育は、正式な手続で
はなく家事調査の一部として行われていたので、色々な限界はあった。裁判
離婚においての本格的な親教育プログラムは、「子ども問題ソリューション
会」で行う仕事の一環として、2010 年 1 月 10 日からソウル家庭法院で施行
された「未成年者である子どものためになる親教育」が最初であった。2008
年の「ソウル家庭法院協議離婚手続研究会｣ では、裁判離婚の当事者は対立
感情がもっと深刻で、離婚後における未成年子との面会交渉の円満な施行と
望ましい親役割モデルの成立のためには、父母に対する教育の必要性がもっ
とも緊要であるので、裁判離婚にも親教育プログラムを導入するべきである
と検討意見が出された（26）。そして、ソウル家庭法院では ｢裁判離婚当事者
に対する親教育準備チーム｣ を構成して論議を始めたが、うまく進まなかっ
た。
　イ子ども問題ソリューション会の発足
　裁判離婚の当事者向けの親教育プログラムは、ソウル家庭法院で 2009 年
8 月に発足された「子ども問題ソリューション会」で本格的に制作された。
この会が目指したのは裁判離婚において疎外されている子どもの問題を総合
的に解決して子どもの福利を守ることであった。発足の当時には家庭法院の
法官 5 名、専門調査官 6 名、外部の委員 3 名が集まって立ち上げたが、2012
年には、ソウル家庭法院で家事事件を担当する法官 17 名と家事事件を担当
する専門調査官 10 名が会員として活動した。この会で行われた仕事は、3
つあり、それぞれグループに分けていた。一番目は、親教育プログラムの開
発とその全国への普及、パンフレットの作成、養育手帳の作成などである。
二番目は、面接交渉の支援、特にキャンプの実施であり、三番目は外部機関
とのネットワークの構築として、外部の専門機関、専門家と連携し、離婚相
談の体制作りをすることなどである。
　2001 年から蓄積されていた研究結果と協議離婚での経験があったからこ
そ、2009 年 8 月に子ども問題ソリューション会を発足して 5 か月弱後であ
る 2010 年 1 月 10 日から裁判離婚の親教育を実行することができた。裁判離
婚の親教育は国内外の研究と出版物を参考にしたが、参考になった外国の親
教育プログラムは上の 2 ⑴①に記載したアメリカの GRASP、HCSAD、
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『Spare the Child』以外に、カナダのブリティッシュコロンビア州の親教育
ハンドブック（27）、オーストラリア心理学会の『Parenting after Separation』（28）、
日本の大阪家庭裁判所の親教育プログラム（29）、最高裁判所の制作した DVD
ビデオ「子どものある夫婦が離れて暮らすとき考えなければならないこと」
がある。
　2010 年 1 月 10 日に親教育が始まって以降、ソウル家庭法院の法官と専門
調査官が自主的にモニタリングし、また、年に 1 度、参加者にアンケートを
行っている。ソウル家庭法院の専門調査官で構成している ｢親教育チーム｣
ではこの資料などに基づいて協議離婚と裁判離婚の親教育プログラムをバー
ジョンアップしているが、最近では 2012 年 12 月にバージョンアップした。

⑶　全国的な拡大段階
　協議離婚の場合は改正民法によって 2008 年 6 月 22 日から全国的に「父母
案内」が実施されたが、実際には法院によって実行方式などがばらばらで
あって、ソウル家庭法院の様にうまく行かなかった。また、裁判離婚におけ
る親教育も最初はソウル家庭法院だけで実施された。このような状況の中で、
2010 年中旬から、ソウル家庭法院の「子ども問題ソリューション会」の試
みが全国の家庭法院と地方法院に広がり、その中でもソウル家庭法院の（協

議離婚と裁判離婚）親教育プログラムが一番早く全国の法院に普及した。
　その切っ掛けとなったのは、2010 年 8 月に親教育の全国的・発展的な拡
大を図るために、参加を希望する全国の法官と専門調査官を会員とする全国
の組織である「親教育共同研究会」の発足であった。この研究会では親教育
を全国の法院に普及するために、視聴覚資料のバージョンアップ、新たな教
育補助資料である小冊子『父母』の制作、親教育実施者のハンドブックであ
る『親教育指針書』（30）の制作、全国親教育の担当者のワークショップの開催
などを行った。この研究会は 2012 年 9 月 19 日に大法院裁判例規第 1400 号

（裁特 2012‒2）として制定された「家事裁判 · 家事調停及び協議離婚意思確認
手続における子ども養育案内に関する指針」にも関わりがあった。
　当初は、裁判離婚の親教育に関する直接的な法的根拠がないので、ソウル
家庭法院では「親教育に関する内規」（ソウル家庭法院内規第 186 号）を制定
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して実施し、他の法院でも同様な実情であった。そこで、2012 年 9 月 19 日
に大法院裁判例規第 1400 号である「家事裁判 · 家事調停及び協議離婚意思
確認手続における子ども養育案内に関する指針」が制定され、2012 年 11 月
1 日から施行された。その時から韓国では法院での親教育を「子女養育案
内」と称するようになった。この例規では裁判官などが未成年子女の福利の
ために必要な場合には当事者などに子女養育案内を受けることを勧告できる
ことにした（4 条の②）。

３　親教育の内容と教育方法
⑴　協議離婚
　法院に離婚意思確認申請が行われた当日に、夫婦双方が参加する離婚案内
を実施する。ソウル家庭法院では、毎日、午前中に 1 回、午後に 2 回（内、

1 回は裁判離婚の当事者用）、1 時間程度の離婚案内（養育案内）を専門調査官
が当番制で実施するが、1 回に 5 〜 6 組の夫婦が受ける。
　2013 年２月現在 、未成年子がいる夫婦に対する協議離婚案内である子女
養育案内（以下、「養育案内」）の内容は、協議離婚の手続、離婚関連の法的
な問題と協議書作成、親教育に大別できる。この概要は［表１］の通りである。

主題 内容 細部事項 資料等

導入 動機付け
・調査官の挨拶
・離婚案内の枠組みと所要時間
・養育案内の重要性の強調

パワーポイント

協議離婚手続

· 協議離婚手続の
流れ

· 離婚関連法的問
題

・申請、離婚案内、熟慮期間などの手続の流れ
・離婚相談の勧告
・熟慮期間内でするべき事項
・慰謝料、財産分割の概念など
・協議書（養育計画）作成の重要性

ＤＶＤ

協議書 協議書の説明

・協議書の内容
・養育計画の重要性
・協議内容が子どもに与える影響
・協議の過程での子どもの参加と離婚後の適応

協議書の書面

離婚関連
法的問題

· 離婚と子の養育
責任

· 親の責任と子ど
もの福利

・親権 · 養育権、養育費、面接交渉の概念
・子どもの最善の利益を中心にする協議
・養育費支払の義務と強制的な履行の方法
・面接交渉の留意事項

ＤＶＤ

［表 1］　協議離婚での養育案内の概要（2012年 12月バージョン）
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　まず、導入の段階では、参加者の人生にとって今日の協議離婚案内が重要
な教育であるということを話したあとで、動機付けをする。ＤＶＤを利用し
ているが、ＤＶＤでも、離婚は人生の重要な問題であり、慎重に決定するべ
きであり、離婚のときは、子どもの幸福のための養育計画も重要だというこ
とが説明される。この後、協議離婚手続と離婚に関する法的問題を説明する。
次に調査官は参加者と一緒に「子の養育と親権者決定に関する協議書」を見
ながら、この短い協議書の内容が一番重要な子どもの人生にもっとも影響を
与える決定であることを参加者に説明して、両親間のまじめな協議が重要で
あるということを説明する。自分たちの問題は自分たちで解決し、子どもの
問題は協議が何よりも重要であるということを話す。そして親権 · 養育権な
どの協議書内容の法的な概念、面接交渉の重要性や面接交渉を行う際の注意
点、養育費の支払の重要性、もし養育費を支払わない場合、強制執行される
こと及び履行命令もできることを説明する。
　最後に、「親教育共同研究会」が作りあげた親教育資料である『父母』を
配り、離婚過程と離婚後に子どもの「父母」という名前を守るために、子ど
もの発達段階による行動の特徴と、親がどのように対応し、行動したらよい
のかということを説明する。自分の子のために必ずするべきである行動とし
て、子どもの前で喧嘩をしないこと、親の愛は変わらないことを伝えること、
夫婦が一緒に子どもに対して、現在の離婚に関する事情、状況を説明するこ
と、できるだけ子どもと話し合うことを説明する。またＤＶＤを利用して、
父母の継続する葛藤が子どもに与える悪影響、離婚後の親の役割、親の役割
は子どものためにも離婚後も続けられるべきであること、協同養育

（Cooperative Parenting）の重要性（31）を説明する。『養育手帳』や健康家庭支

主題 内容 細部事項 資料等

親の離婚が
子どもに

与える影響

· 子どもの感情と
行動

· 親の望ましい言
動

・子どもの観点で見る必要性
・子どもの離婚に対する反応
・子どもの年齢に従った行動
・親の葛藤と子どもの適応
・親の望ましい言動

ＤＶＤ、
『父母』（パンフ

レット）

まとめ 内容の整理 ・内容のまとめ
・親の役割の継続性 パワーポイント
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援センターなどのパンフレットを配り、情報を提供する。

⑵　裁判離婚（32）

　ソウル家庭法院では、裁判離婚の親教育を午後に 1 回（13：00 〜 14：30）

実施する。裁判離婚の場合、家事訴訟の中で、調査官や裁判官が親教育を受
けることを勧告し（「家事裁判 · 家事調停及び協議離婚意思確認手続における子ど

も養育案内に関する指針」4 条の②）、子のいる夫婦は、全員が参加している。
親教育を受けたことの確認をして、訴訟記録に付けるので（2013 年 1 月 21
日から家事事件にも電子訴訟が始まり（33）、最近では調査官が「裁判事務システ

ム」に入力する）、全員が参加することになる。勧告とはいうものの、事実上
は強制に近い。協議離婚の場合の養育案内とは違い、調査官が 1 時間 30 分
以内の講義をする。親は双方一緒ではなく、片方ずつ参加する。調査官調査
の期日の間に 1 回、審理期日の前後に行う。実際に親教育を担当してみると、
協議離婚の当事者よりも集中力があるように感じる。ＤＶＤの利用を減らし、
調査官が直接説明する形態をとっているので、調査官から何らかの感情が伝
わっているからであろう。
　裁判離婚の当事者は協議離婚に比べると、夫婦間の葛藤が激しい傾向があ
り、自らの問題解決の能力が低く、非理性的な行動をする恐れが多い傾向も
ある。また、親教育に参加する以前の段階で既に家事調査官、弁護士等から
手続や法律的な情報を得た場合も多い。父母が対立する当事者ではなく、子
どものための協力者、パートナーとして捉えることを強調する必要性が高い。
裁判離婚においての親教育プログラムの制作過程ではこのような裁判離婚の
当事者の特徴などを反映して内容を構成した。また、協議離婚の親教育と比
べて、親の心理状態の洞察、問題解決の能力、葛藤管理（Conflict Manage-

ment）を強調しながら、手続に関するコンテンツを縮めた。裁判離婚にお
ける親教育の概要は［表２］の通りである。
　裁判離婚の親教育の内容の枠組みは、①動機付け、②親の葛藤と子どもに
与える影響、　③親の心理状態、④子どもの心理状態、子どもの年齢に従っ
た親の望ましい態度、⑤訴訟に臨む親の態度、⑥訴訟（調停）で解決するべ
き事項と対話のコツ、⑦親の役割の継続性という 7 つに大別できる。
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主題 内容 細部事項 資料等

導入

誰の為の　
教育なのか

・世界に一つだけの子ども
・世界に一つだけの親 パワーポイント

留意点 ・薬物濫用等で心身の混乱がある場合
・児童虐待等で刑事上の問題がある場合

親の葛藤
と子ども

親の激しい
葛藤と子ど
もへの悪影
響　　　　

・片親疎外のケース
・ロイヤリティーコンフリクトと身体化症状のケース
・子どもの前で大喧嘩するケース
・親との面会交渉と親子関係の修復

ＤＶＤ

父母の　
心理状態

心理状態 ・感情とストレスのジェットコースター
・相手に罰を与える

パワーポイント

心理変化 ・離婚に対する心理の変化
・衝撃、怒り、感情の起伏、受容

親の過ち
・子どもとの長期間の関係断絶
・子どもの前で喧嘩、相手を非難
・子どもを訴訟の道具として利用など

自己認識
と行動　

・親自らの感情の洞察
・理性的に望ましい対処・行動選択

子どもの
心理状態

感情の段階 ・親の離婚過程の中で子どもが経験する感情の段階
・否認、怒り、 取引、憂鬱、受容

パワーポイント、
『父母』（パンフ

レット）

子どもの恐れ・捨てられること
・罪悪感（親の離婚は自分のせい）

年齢に従った
行動の特徴　

・乳児期：母乳の摂取量の減少など
・幼児期：分離に関する恐れなど
・小学校期：両親の関係を仲裁など
・青少年期：非行など

子どもに適応
を助ける親の
行動　　　　

・急激な変化の最小化、安定の仕組みを維持
・子どもが感情を表現出来るように支援
・親の愛が続けられることを話すこと
・子どもの前で喧嘩、非難しないことなど

専門家の支援・子どもと親の痛みが長期間連続
・子どもの症状が悪化するとき

訴訟（調停）
に臨む態度

問題解決中心・訴訟での勝敗の観点から離れること
・問題解決観点のメリット

親の紛争解決
の方式　　　

・親の紛争解決の方式と子どもの適応
・離婚の短期的な影響と長期的な影響

訴訟（調停）
で解決する
べき事項　

親権 · 養育権、
面会交渉権、
養育費　　　

・法的概念
・子どもの最善の利益を最優先
・面接交渉をする際の留意点

対話のコツ 解決を促進さ
せる対話法

・アイ・メッセージ
・傾聴など

まとめ 協同養育関係・親役割の継続性
・親の協同関係と子どもの適応

［表 2］　裁判離婚での養育案内の概要
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　①動機付け
　「未成年者である子どもの為の親教育」であることを最初に呈示し、「誰の
ための教育だと思いますか」と問いかける。「世界にひとつだけの子、世界
にひとつだけの親」いうメッセージを出す。子どもの幸せは、離婚後の夫婦、
親の幸せとつながっていることを認識してもらう。しかし、一方で、実は当
事者、親たちの幸福のための講義だということで動機付ける。
　②親の葛藤と子どもに与える影響
　親の激しい葛藤が子どもに与える悪影響を乗り越えた代表的なケースを題
材として、「親教育共同研究会」が作った映像 DVD を利用する。このケー
スは、a. 父が子どもの前で家出をした母を激しく非難して、子どもが母との
面会交流を拒否するケース、b. 家出をした父が母に養育費を払わず、父母が
相次いで大喧嘩をして長女が母の感情に転移されるケース、c. 養育紛争の中
にいる夫婦が子どもを自分側に引き寄せるために葛藤し、幼い娘にストレス
が溜まってお腹が痛くなる身体化症状が現れるケースである。調査官は上映
の前に映像中のケースは家事調査や家事審判で見付かった本物の事例という
ことを説明してから上映する。この映像の中では本物の医者、相談者などが
ケースの問題を分析して解決策を説明する場面も含まれている。これは参加
者の情緒的な側面を刺激して親教育に集中させる効果もある。映像が終わっ
た後には、参加者がお互い簡単な所感を述べるようにする。
　③親の心理状態
　自分の今の心理状態は何かということを認識してもらう。親が自分の感情
を詳しく観察して、望ましい行動を選択できるようにする。普通は、感情と
ストレスのジェットコースターになっていて、気分の変化もたくさんあるし、
自分のことだけを考えがちであり、非理性的な行動をとりやすい状態にある。
しかし、理性的な自分を取り戻すことが重要だという意味の話をする。具体
的な問題として、「今、こういう過ちを犯しているのではないか」と呼びか
けて、「子どもとの長期間の関係断絶」、「夫婦間の問題と親子の問題を区別
できないこと」、「子どもの前でお互いに非難したり、ＤＶをしたりするこ
と」、「親が子どもを訴訟の道具として利用すること」をあげる。また普通、
親教育に参加する人は離婚過程にいる子どもに関して関心を持っているが、
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子どもの為の親の行動の出発点は、正に親自分の状態を洞察することからで
あると強調する。
　④子どもの心理状態と親の望ましい態度
　子どもも親の離婚に対する心理的な段階があって、感情や気分が変化する
ことを説明する。否認、怒り、取引（bargaining）、憂鬱、受容といった段階
であり、子どもの心理的な問題である。子どもは、「父母が別れるのは、私
のせいだ」といった罪悪感や、「父母がお互いに愛していないなら、もう私
も愛してくれないだろう」といった「捨てられた」という心理になることが
ある。もちろん、これは一般的な話であり、個人的には差があるかもしれな
いということを説明する。これを踏まえて、子どもの年齢に従った親の望ま
しい行動を説明する。a. 乳児期（0 歳〜 18 か月）では、日常生活の一貫性の
維持、日常生活の変化をできるだけゆっくりしたものにすること、b. 幼児期

（18 か月〜 3 歳）と 就学前期（3 歳〜 6 歳）では、言葉で安心感をもらうこと
（父、母はあなたが大好き）、変化について理解しやいように、明確に説明す
ること、子どもが言葉や遊びを通じて、感情を表すことができるようにする
こと、周囲の人と日常生活の一貫性を維持すること、子どもの前で怒りの表
現や口げんかなどをしないようにすること、変わらない愛情表現をし、言葉
でも安心させること、c. 小学校低学年期（7 歳〜 9 歳）では、父母の葛藤の
中に子どもを引き込まないこと、子どもの面前で配偶者の一方を誹謗（非

難）しないようにすること、小学校高学年期（10 歳〜 12 歳）では、子どもの
感情と不満をよく聞くこと、子どもが非養育親に対して肯定的な感情を持つ
ようにサポートすること、両親が子どもに対して、自分の味方になるように
圧力をかけないこと、d. 青少年期（13 歳〜 18 歳）では、子どもと自分の感
情、心配、痛みを分かつ機会を提供すること、親自身の情緒を安定させるた
めに、子どもに依存しないようにすること、非養育親について肯定的に話す
こと、子どもに両親のどちらを選ぶのか強要しないこと、適切な友達関係を
持てるように励ますこと、である。また子どもに専門家の援助が必要な場合、
a. 子どもの苦しみや問題行動が持続し、長期化しているとき、b. 子どもの症
状が、時の経過に連れて悪化するとき、c. 子どもの面倒を見ている親自身が
精神的に不安定になったときには、専門機関との相談を勧める。
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　⑤訴訟に臨む親の態度
　裁判離婚の場合、訴訟に臨む親の態度として、離婚訴訟は、勝つか負ける
かという問題ではなく、子どもの問題の解決を目指す態度が大切であること
を伝える。お互いの相手は、協力しなければならないパートナーであるとい
う関係性の認識が必要である。初めは、難しいかもしれないが、自分の態度
の変化によって結果は全然違うものになる。だから、問題解決を目指す態度
が重要だということを説明する。離婚が子どもに与える影響は、短期的なも
のと長期的なものとがある。子どもが連続して何か不適応な行動をすること
がある。いろいろな要因の中で重要な一点は、離婚過程における親の高葛藤
の影響である。何か不満があっても、親として協議し、一時的にでも自分で
お互いの問題を解決するということが、子どもの適応にも影響を与える。だ
から、平和的な協議と問題解決が重要だということを伝える。
　⑥訴訟（調停）で解決するべき事項と対話のコツ
　訴訟の中で親が協議するべき事項として、親権者・養育者の指定について
は、子どもの財産管理権、法律行為の代理権の説明とともに、子どもの福利
を最優先するべきだということを説明する。面接交渉については、面接交渉
とは、子どもと非養育親が会う（交流）こと、面接交渉は、父母の権利だけ
ではなくて、子どもの権利でもあること、子どもの成長に一番重要な事項で
あること、面接交渉の必要性について伝える。養育費については、親の義務
であり、離婚後又は訴訟中、別居のときも、必ず支払うべきことを説明する。
離婚から貧困問題が生じると、つまり養育費が支払われない場合、子どもの
不適応が生じるおそれもあることを伝える。そして対話のコツを説明する。
アイ・メッセージ、傾聴、主題への集中、ゆっくり協議すること、焦れば焦
るほどうまくできないことなど、どう対話したらいいかということを補助す
る。
　⑦まとめ：親の役割の継続性
　最後に、父母の役割は続けられることを示す。木を例にとり、この木の成
長が止まったらどう思うか。木が大きくなって、枝も伸びなければならない。
この木の中では根が、親の根、父母それぞれの根があることを説明する。父
母がけんかしたら、この木はなくなる。もし、一方の根がなくなったら、こ
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の木は成長できない。だから父母双方の根が必要だと伝えて、相互の役割は
続けられるということを確認して、終わりにする。

４　親教育に関する評価と課題
　ソウル家庭法院では協議離婚の場合、2009 年度は 3,379 組、2010 年度に
は 2,850 組、2011 年度に 2,651 組の夫婦が親教育に参加した。裁判離婚の場
合には 2010 年度に 1,362 名（681 組）、2011 年度に 1,063 名（約 532 組）が参
加した。参加者の減少傾向は離婚申請が減っている傾向の影響であろう。

　親の教育プログラムの効果に関する評価方法としては、参加者の満足度の
評価、裁判官など裁判関係者の評価、参加者の認識の変化、参加者の行動変
化、子どもが行う評価などがある（34）。ソウル家庭法院では、その中で、法
官と専門調査官のモニタリング会議（裁判関係者の評価）と参加者に対する
アンケート調査が行われた。法官と専門調査官の評価は高くて満足度も高い。
会議では審理期日や調停で面会交流を拒否した親が、教育後には態度を肯定
的に変更した事例がよく出る。
　2012 年 7 月 16 日から同年 9 月 3 日まで裁判離婚の親教育参加者を対象に
したアンケート調査では、回答者 62 名（男性 29 名、女性 33 名）の中 74.2%

（46 名）の人が親教育の内容がとても助けになり、25.8％（16 名）が普通に
助けになると回答した。親教育の難易度に関して 80.6％（50 名）が易いと答
えて難しいと感じた人は 1 名だけであった。親教育の有益な点に関して（複

数回答）、一番目は「子どもの心理状態に関する内容」（52 名）、二番目は
「子どもの適応を助ける親の行動」（36 名）、3 番目は「子どもの年齢に従う
特性」（22 名）と答えた。教育所要時間は適当であると答えた人は 93.5％

（58 名）であった。講師に対する満足度は「とても満足」が 54.8％（34 名）、

［表 3］　ソウル家庭法院の親教育（養育案内）の参加者数
2009 2010 2011

親教育参加者
協議離婚（組） 3,379 2,850 2,651

裁判離婚（名） ― 1,362 1,063

年度内容
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「満足」が 38.7％（24 名）、「普通」が 3.2％（2 名）、「不満足」が 3.2％（2 名）

であった。講義について満足した理由としては、「内容の伝え方が優れてい
る」（58.1%、36 名）、「専門家の意見を聴取する機会を得た」（21.4％、18 名）

が多かった。2011 年、2010 年の結果も 2012 年と大同小異である。
　今後の課題としては、アメリカでは最低でも 4 時間以上の親教育プログラ
ムを実施しているし（35）、高葛藤家族（High Conflict Family）  に対しては、
もっと集中的な、また、治療的な親教育プラグラムを運営していたとする（36）。
韓国の親教育プログラムに対して家族の葛藤の程度によったプログラムを深
化して多様化する必要があるという意見が出ている（37）。
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第３章　結びにかえて

　韓国における家族法改正、とりわけ、今回、離婚制度の改革及びそれを踏
まえたソウル家庭法院の取り組みを紹介する中で、家族紛争解決のための最
大の配慮が子の福利におかれていることを改めて強調しておきたい。そして、
第２章で詳細に紹介されたように、子の福利の実現をめざして、裁判官・調
査官などが集まり作られた「親教育共同研究会」、「（ソウル家庭法院）子ども
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問題ソルーション会」等の実務家などによる研究会活動、及び、協議離婚に
かかわる事務処理に関する大法院家族関係登録例規の度々の改正等に見られ
る、法制度全体について関係者も含めたフットワークの軽さと柔軟性も特徴
的であった。協議離婚意思確認制度に関する公的関与の面で、子の養育・親
権者決定に関する協議書等の判事による確認手続は、基本的には当事者夫婦
の協議を尊重するという姿勢であって、関与の度合いはそれほど強いもので
はない。しかし、だからこそ、当事者夫婦の自主的協議が子の福利を踏まえ
て行われることを促すための工夫が入念に行われ、協議書作成の手引き文書、
離婚案内における親教育、離婚相談といったシステムが用意されている。さ
らに、こうした当事者の協議を支援するためのシステムは、比較的葛藤が高
いであろうと思われる裁判離婚の当事者夫婦に対しても利用が勧められ、可
能な限り当事者による子どもの利益を踏まえた自主的解決へと導いている。
典型的な家族紛争である離婚に関しても、財産上の紛争解決とは異なり、紛
争解決の重点は、夫婦関係の解消＝離婚するかしないかという一点におかれ
るものではなく、離婚後の子どもを含めた人間関係の再構築と子どもへの長
期的な経済的支援といった「点としてではなく直線的」問題解決の視点であ
る。最も、これらの実施は、韓国民法（家族法）自体の改正によって、具体
的な法条文として定められていることが基本となっている。もちろん、これ
ら法制度の改正・改革は、特に、ここ数年の動きであり、地域的偏差もあろ
うし、伝統的家族意識も残存しているであろうから、実務的取組等の成果を
評価するには、今少し時間がかかるかも知れない（1）。
　翻って日本法においては、すでに触れたように、ようやく改正民法 766 条
に「面会交流・養育費」が監護について必要な事項の例示として明記され、
離婚届出の様式にも、離婚の際の父母の協議を促すチェック欄が設けられ、
このチェック欄には、父母の協議において、「子の利益」を最も優先して考
えなければならないことが付記されたことは重要である。また、養育費に関
する協議の際に参考になりうるものとして、2003 年に、東京家裁・大阪家
裁の裁判官を中心に作成された「養育費・婚姻費用算定表」（2）が存在する。
この算定表の内容に関しては、批判もあるところであるが、一般的情報とし
て普及しており、一応の目安として養育費の決定が従来よりもスムーズに行
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われるようになったことは確かであり、実務の努力が一定の成果を生んでい
る。しかし、民法上、未だ面会交流を直接規定する条文や、未成熟子に対す
る親の扶養義務に関する直接の規定は定められていない。日本における家族
法改正は遅々として進まない状況ではあるが、韓国における家族法改正及び
これにより動き始めている子の福利の実現のための当事者支援の取り組みを
参照して、今後の日本法の改正や、運用面での工夫も視野に入れた検討を深
めることが必要となる。

（本稿は、科研費基盤Ｂ（課題名「多元多層化する家族と法の全体構造に関する
実証的比較法研究」ユニットＡ２「親子の自然と社会性」）、及び、慶應義塾学
事振興資金（共同研究補助）の補助による研究成果の一部である。）

（1）　 最近の統計（『司法年鑑 』法院行政処）によれば、〈マ〉類家事非訟事件の
中で、「子の養育に関する処分等」（韓国家事訴訟法 2 条 1 項 2 号ナ 3））の
事件数について、2007 年法改正（2008 年 6 月 22 日施行）後、若干の増加
も見られるが、目立った変化とまでは言えず、制度改正の影響を分析する
ためには、更なる推移を見守る必要があろう。

（2）　 判タ 1111 号（2003 年）285 頁。

新受件数 内、子の養育に関する処分 既済件数 内、子の養育に関する処分
2005 年
2006 年
2007 年
2008 年
2009 年
2010 年
2011 年

4,286

4,020

5,428

6,395

7,046

6,836

6,863

1,102

1,988

1,465

1,693

2,086

2,022

2,026

3,058

3,478

4,877

6,268

6,723

6,733

6,849

   808

1,746

1,318

1,638

1,922

2,018

2,010


